2016年8月5日～6日
しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

野党と市民の共闘さらに　日本政治の展望　志位委員長語る　日本共産党創立９４周年記念講演会

　日本共産党は５日、東京都北区の北とぴあで党創立９４周年記念講演会を開きました。志位和夫委員長が「野党と市民の共闘と、日本の政治の展望」と題して講演。昨年９月１９日の安保法制＝戦争法の強行後、広がった野党と市民の共闘の意義と成果を振り返り、今後のたたかいの課題と展望を明らかにしました。シールズの諏訪原健さん、ママの会の西郷南海子さん、「市民連合」の広渡清吾東大名誉教授が来賓あいさつ。舞台上に参院選をたたかった候補者が勢ぞろいし、初当選を果たした武田良介、岩渕友、山添拓の３氏があいさつしました。会場は第２会場まで満員になり、訴えの節々で大きな拍手と歓声、感動に包まれました。全国各地で視聴会が開かれました。
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（写真）日本共産党創立94周年記念講演会＝５日、東京都北区


東京都知事選

　志位氏は冒頭、東京都知事選で、野党と市民の統一候補として奮闘したジャーナリストの鳥越俊太郎氏が１３４万票を獲得したことについて「大健闘だった」と述べ、同氏に敬意を表しました。

　今後につながる二つの成果として、(1)鳥越氏が都民の願いに応えた政治の転換の旗印を堂々と掲げたこと(2)参院選で大きな成果をあげた「４野党＋市民」という共闘の枠組みが首都・東京の知事選でも発展したこと―の意義を強調しました。

参院選の結果

　野党と市民が全国的規模の選挙共闘を行うという歴史的選挙戦となった参院選の結果について、志位氏は、野党共闘の勝利と日本共産党の躍進という二つの大目標にてらして語りました。全国３２の１人区のすべてで野党統一候補が実現し、１１の選挙区で勝利したことは「極めて重要な成果であり、初めての挑戦としては大きな成功を収めた」と強調しました。また、日本共産党が、比例代表で６０１万６千票という史上２番目の得票を獲得、東京選挙区でも議席を獲得し、改選３議席を６議席へと倍増させ、非改選とあわせて１４議席に前進したことなどを報告。「二つの大目標にてらして、全体として大いに健闘したといえる成果を収めることができました」と述べました。

野党と市民の共闘について

　志位氏は、この選挙戦から今後に生かすべき教訓の第一として、「野党と市民の共闘」を取り上げ、３点から「豊かな教訓」を明らかにしました。

　第一は、野党と市民の共闘が、「１＋１」が「２」でなく、それ以上となる“共闘効果”が発揮された点です。３２の１人区のうち２８で野党統一候補の得票が４野党の比例票の合計を上回ったことや、投票率が合区を除く３０の１人区のうち２６で前回を上回ったことをあげ、「野党が一つにまとまったことによって、『政治は変えられる』という希望が広がったことを示すものです」と強調しました。

　第二は、１１の１人区で勝利を勝ち取った意義はきわめて大きいという点です。志位氏は、自民党が「重点区」とした１人区のほとんどで勝利するとともに、その中でも、東北、福島、沖縄という安倍暴走政治との矛盾がとりわけ集中している地域で勝利をおさめ、暴走政権への痛打となったことを力説しました。

　第三は、全国どこでも、他の野党、市民運動の方々とともに選挙をたたかう中で、新しい連帯と信頼のきずなが広がっていることです。

　志位氏は、激戦をたたかった野党統一候補が“この共闘なくして勝利はなかった”と実感をもって語っていることや、ともにたたかった市民から「あきらめない」「今からが次のスタート」と熱いエールが寄せられていることを紹介。「こうした連帯と信頼のきずなは、その一つ一つが宝です。このきずなを大切にし、大きく育てていく」と決意を表明しました。
	[image: image2.jpg]



（写真）記念講演する志位和夫委員長＝５日、東京都北区


　志位氏は、日本共産党が１９６１年の綱領路線の確定以来掲げている統一戦線の方針を振り返り、全国規模で初めて現実のものとなった統一戦線が「まだ始まったばかりで、さまざまな未熟さを抱えていますが、大いなる未来を持っている」と指摘。「わが党綱領の統一戦線の方針が国政を動かす新しい時代が始まっています」と力説し、「野党と市民の共闘をさらに前進させるために、あらゆる知恵と力を注ぎましょう」と呼びかけました。

野党共闘攻撃、共産党攻撃とのたたかい

　今後に生かすべきもう一つの教訓は、野党共闘攻撃、共産党攻撃とのたたかいです。

　志位氏は、安倍首相自らが先頭にたった今回の参院選での共産党攻撃が「野党共闘に本格的に踏み込み、政権打倒に全力をあげるわが党に対する、支配勢力の強い危機感、恐怖と憎悪を示すもの」であり、「『野党共闘を推進する共産党の足をどうしても止める必要がある』という切羽詰まった危機感に突き動かされてのもの」と述べました。

　志位氏は、「野合」攻撃に対して「野党は『立憲主義を取り戻す』という国民的大義のもとに結束している」と断固として反撃してきたことを紹介し、憲法と自衛隊をめぐる論戦について、綱領と大会決定にもとづいて、２点にわたって強調しました。

　第一は、憲法と自衛隊との矛盾をどうやって解決するかについてです。

　志位氏は、国民合意のもとで憲法９条の完全実施に向けて段階的にすすむ綱領の立場を丁寧に解明しました。

　第二は、いま問われているのは、自衛隊が違憲か合憲かではなく、憲法解釈を変えて自衛隊を海外の戦争に派兵することを許していいのかどうかという点です。

　志位氏は「『こんなことは許せない』の一点で、野党と市民は、自衛隊違憲、合憲の立場の違いを超えて結束しています。日本共産党は野党共闘に自衛隊についての独自の立場と政策を持ち込まないという立場を最初からとっています」と強調。「『海外で戦争する国』づくりの道を暴走し、自衛隊員の命を軽んじているのは安倍首相ではないですか」と厳しく批判しました。

　そのうえで、自衛隊問題を利用しての共産党攻撃が、「海外で戦争する国」づくりを許していいのかという真の争点をそらし、野党共闘の分断を図るものであると解明。「わが党の反撃は、日本国憲法の本旨にかなったものであり、自衛隊に対する国民感情にも即したものだと確信するものです」と語りました。

　この中で、軍事費をめぐる党幹部の誤った発言にふれ、「中央の指導部の援助の問題として、今後の教訓としたい」と語りました。

　志位氏は、参院選での野党共闘攻撃、日本共産党攻撃の全体を振り返り、「重要なことは、私たちが攻撃に対して正面から断固として反撃することによって、相手の思い通りの結果にはさせなかったことにある」と指摘。「今回の前進は、かつてない激しい野党共闘攻撃、共産党攻撃と正面からたたかって勝ち取ったものであるところにとりわけ大きな意義があります」と強調しました。

安倍暴走政治を止め、政治の転換を

　続いて志位氏は、安倍暴走ストップ、政治の転換をめざす今後のたたかいについて話を進めました。

　志位氏は、参院選で安倍・自公政権が得た多数の議席は、国政の大切な問題について隠し続けるという不誠実な態度によって得た議席だと批判。「真の争点を隠し続け、『隠す選挙』にしてしまう。ここには、政権党としての政治的堕落とともに、深刻な行き詰まりが表れている」と厳しく指摘しました。

　その上で、選挙が終わったとたんに、安倍首相の口から本音が次々に語られているとして、憲法、暮らしと経済、沖縄の問題について、安倍政権の「だまし討ち」ぶりについて縦横に語りました。

　この中で、安倍首相による改憲のたくらみについて、首相が選挙戦を「憲法隠し」でやりすごし、選挙が終わるや、「国民の信を得た」とばかりに、自民党改憲案を「ベース」にした改憲に着手しようとしていると告発。「このような『だまし討ち』の暴挙は絶対に許してはなりません」と力を込めました。

　また、安倍政権が憲法改定に野党を巻き込むため「改憲先にありき」の策略をとっていることを指摘し、「野党がこうした危険な土俵に引きずり込まれないことが大切です」と強調。「日本国憲法の全条項を守り、平和的民主的諸条項の完全実施をめざす党綱領の立場こそが抜本的対案です」と訴えました。

　志位氏は「このような『だまし討ち』の政治は決して長続きしないし、長続きさせてはなりません。憲法、経済、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）、沖縄、原発―あらゆる分野で安倍政権の暴走を止め、政治の転換をめざすたたかいに新たな決意でのぞもうではありませんか。各分野のたたかいを発展させ、大合流させ、安倍政権を打ち倒そうではありませんか」とたたかいを呼びかけました。

野党共闘の課題と展望

　野党共闘の今後の課題と展望について志位氏は、(1)それぞれの地域で、野党と市民の共闘の成果と教訓について語り合い、さらに発展させるための努力をしていくこと(2)野党共闘が掲げた共通政策の実現に向けて、中央段階でも、それぞれの地域でも、共同のたたかいを発展させること(3)こうした野党と市民の共同のたたかいを前進させながら、来るべき総選挙で野党共闘をさらに発展させる、パワーアップさせるために全力をつくすこと(4)日本共産党綱領を日常的に語り広げる活動を思い切って強めていくこと―の４点を強調しました。

　志位氏は、今度の参院選ほど日本共産党の綱領そのものが熱い焦点になった選挙はないと強調。「日本共産党綱領が現実政治の熱い焦点になっているいま、ここにあらためて光をあて、綱領を語り、日本の未来を語り合う運動に大いに取り組もうではありませんか｣と呼びかけました｡

　最後に志位氏は「私たちはいま、その一日一日が新しい歴史をつくる、未踏の領域に足を踏み入れつつあります｣と強調｡「『戦後かつてない』歴史的な大激動の時代を、歴史をつくる主人公として、ともに歩もうではありませんか」と参加者に入党を呼びかけると、会場から割れんばかりの拍手がおこりました。

しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

日本共産党創立９４周年記念講演会　来賓３氏のあいさつ　初当選３氏のあいさつ

　５日の日本共産党創立９４周年記念講演会で、来賓あいさつした３氏と、初当選の参院議員３氏のあいさつ（要旨）を紹介します｡



	[image: image3.jpg]



（写真）壇上に並ぶ参院選候補の各氏＝５日、東京都北区


来賓３氏のあいさつ

野党・市民の共闘　一歩前に　ＳＥＡＬＤｓ　諏訪原　健さん
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　シールズは８月１５日に解散します。シールズは「自由と民主主義のための学生緊急行動」です。緊急行動をおしまいにして、もっとポジティブにどういう社会をめざすかという提案をしたい。

　憲法改正どうするんだという話がされます。自民党はとにかく一言でも二言でも変えたい。そんな人たちに絶対に憲法をさわらせてはいけません。

　私たちの生活のために政治をやってくれといいたい。選挙のなかで、どの政党も給付制奨学金の話をやってました。いま、やってますか。政治はそんな方向に向いていない。子育て、介護もそうです｡

　選挙前に野党共闘をどうするかの議論なんてしてもしょうがない。どういう世界をめざすための野党共闘なのかという議論にしていきましょう。

　大事なことは、その議論を政治家だけにまかせないことです。参院選で成立した野党と市民の共闘をもう一歩前にすすめることを私たちの手で成し遂げましょう。

戦争しないの「９」なんやで　安保関連法に反対するママの会　西郷南海子さん

　京都で２歳、５歳、８歳の子どもと暮らしています。保育園に子どもを迎えに行くと、５歳の娘が私のカバンに付いていた９条のタグを引っ張って、お友達にこう言いました。「これ何か知ってる？“戦争しない”の９なんやで」と。私は泣きそうになりました。もはや風前のともしびの９条に、子どもたちが輝きを与えようとしているのだと思いました。
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　この夏の選挙で、野党共闘でたくさんの成果と同時に、なかなか響かない層もあるのではないかとの危機感も出てきています。目の前の生活に必死という人たちと、私たちの思いは必ずどこかでつながると思っています。それは、山の中にトンネルを掘る時の、こっち側と向こう側だと思います。どちら側も先が見えない中で模索しています。それが、どこでなら出会えるのか、自分のことばで考えるのが、この夏のオトナの宿題です。あなたのことばでないと届かない人が必ずいるはずです。この夏休みの宿題、一緒に頑張りましょう。

新しい政治へ知恵と工夫を　安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合（東京大学名誉教授）　広渡　清吾さん
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　市民連合は、安保法案に反対してたたかった２９の市民団体で結成、安保法制の廃止と立憲主義の回復を求め、個人の尊厳を擁護する政治の実現を目指し運動を進めてきました。

　これまでの市民と野党の共同のたたかいのなかで、日本共産党が担われた役割はとても大きなものでした。市民運動の要請を正面から受け止め、野党共闘のために粘り強く取り組んでいただきました。

　安倍政権は今回の内閣改造により、憲法９条を最終ターゲットにした憲法全面「改正」に焦点を合わせています。来るべき衆院選は市民と野党の共同によるたたかいの真価を発揮すべき選挙です。国民は新しい政治を求めています。個人の尊厳を擁護する新しい政治とは何か、体系的で具体的な政策をつくりあげるため、もっと多くの知恵と工夫が求められます。このたたかいに展望を開くため、日本共産党にこれまで以上にがんばっていただかなくてはなりません。市民の一人として、私も力を尽くす決意です。

初当選３氏あいさつ

被災地の声を国会へ　岩渕　友さん
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　参院選の後、全国のみなさんから被災地・東北、福島の声を国会に届けてほしいと激励や期待がたくさん寄せられています。

　東日本大震災、原発事故から５年５カ月がたとうとしていますが、安倍政権は被災地の切り捨てを進め、原発再稼働のために福島の事故を終わったことにしようとしています。福島県では野党統一候補が現職大臣を破り、東北では五つの議席を勝ち取りました。市民と野党が力をあわせれば政治を変えられるという展望を示しました。この野党共闘をさらに大きく広げていこうではありませんか。

　憲法、平和、暮らしを守るために力をあわせ、現場に足を運んで一つ一つの声を国会へと届け、実現のために全力で頑張ります。

現実示し政権と対決　武田良介さん
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　東海・北陸信越をはじめ、全国のみなさんの力で国会へ送っていただきました。みなさんの声を国会へ届けてがんばります。

　安倍政権は「経済対策」の名で、リニア中央新幹線の建設をすすめています。豊かな自然を誇る南アルプスを貫通し大井川の水源を傷つけ、電磁波による健康被害も心配されています｡何より、リニアそのものが危険視されています。

　私は環境委員会の所属となりました。リニアはもちろん、原発やエネルギー問題、食品の安全など、安倍政権の姿勢をただすため、全力を尽くします。

　私が青年運動で大切にしてきたのは、同じ目線で話を聞くことです。よく話を聞き、現実を突きつけ、安倍政権と対決していきます。

若者使い捨て変える　山添　拓さん

　東京の、全国の皆さんのお力で国会へとお送りいただきました。

　選挙戦で「あなたの働き方、ブラックじゃない？」と横断幕を掲げた街頭調査で、ブラックな働き方で今の仕事を辞めたいと答える人が、１５％近くに上り、驚きました。長時間労働など、若者を使い捨てにする社会に、未来はありません。ブラックな働かせ方をなくそうではありませんか。

　参院選直後の都知事選では、野党統一候補が実現しました。結果は悔しい思いをしましたが、政治を変える
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力はこうした一つ一つの経験の積み重ねだと思います。この間生まれた市民と野党の共同は、立憲主義を守る、民主主義を生かす太い幹となっています。この発展に、皆さんと力を合わせて取り組みます。

しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

市民と野党の共闘に確信　参院選候補者らが懇談会
	[image: image10.jpg]



（写真）選挙戦を振り返り、これからの決意を交流した参院選候補者懇談会＝５日、党本部


　日本共産党は党本部で５日、参院選で野党共闘の成功と、日本共産党躍進にむけて奮闘した候補者を迎えた懇談会を開きました。困難を乗り越えながらも市民と野党の共同を実現したことへの確信が語られ、「歴史的な選挙をたたかったことを誇りに思う」などの発言が相次ぎました。

　冒頭、あいさつした志位和夫委員長は、１９６１年に綱領路線を確定して以来、統一戦線の力で政治を変える方針のもとで活動してきたが、全国的な選挙協力は党の歴史でも初めてのことだったと振り返りました。

　その上で志位氏は参院選を通じて、大きな財産を築くことができたと指摘。「他党や異なる政治潮流と交渉・議論し、最後は協力する能力です。中央の私たちもいろんな交渉をやったけれども、みなさんも各県で厳しい交渉を行って統一をまとめ上げてきました」と強調しました。

　さらに志位氏は「他の政党や市民団体との関係でも新しい信頼と連帯の絆がたくさん生まれました。みなさんの奮闘がそれをつくりました。みんなの力で勝ち取った前進です。みなさんの活動に敬意を申し上げます。一緒にがんばりましょう」と呼びかけました。

　比例で４期目の当選を果たした市田忠義副委員長は「全国のみなさんの努力と奮闘のすべてが集積された重い６議席です。当選できなかったみなさんの思いを胸に刻んで頑張りたい」と表明しました。

　福島選挙区から比例にまわった熊谷智さんは、福島出身の岩渕友さんが比例で当選を果たしたことの喜びを語るとともに、「（野党統一候補の）民進党の増子輝彦さんの勝利のために全力をあげました。首相官邸の猛攻をはねのけて当選した瞬間、涙がでました」と振り返りました。

　比例の真栄里保さんは、沖縄の選挙区では衆参両院で自民党議員がいなくなり、参院比例票が過去最高となったと紹介しました。

　全国で唯一、共産党公認の野党統一候補となった香川の田辺健一さんは、選挙事務所に共産党県委員会と民進党県連の確認書を手に民進党支持者らがかけつけたことを紹介。「これを力に共産党をまるごと語るつどいをやっていきたい」と話しました。

　市民と野党の共同が大きく広がった愛知選挙区の須山初美さんは、「自分と共産党に託してくれた票を無駄にしないために公約実現チームをつくって、いろいろな要求を吸い上げて愛知の声を必ず国会にとどけていく」と語りました。

　懇談会には小池晃書記局長、市田忠義、浜野忠夫、広井暢子、山下芳生、田村智子の各副委員長、中井作太郎書記局次長、水谷定男選対局長が出席しました。

衆院選でも野党共闘を＝共産委員長
　共産党の志位和夫委員長は５日、東京都内で講演し、先の参院選での野党共闘について「全国規模での統一戦線、選挙協力が大きな成果を結んだ。未熟さもあるが、大いなる未来がある」と述べた。その上で、次期衆院選に向け「野党共闘をさらにパワーアップさせるために全力を尽くしていく決意だ」と語り、野党第１党の民進党に選挙協力の徹底を働き掛けていく考えを示した。　（時事通信2016/08/05-21:52）
首相、自民案通りの改憲「まったくない」 
日経新聞2016/8/6 11:23
　安倍晋三首相は６日午前、広島市内で記者会見し、憲法改正に向け自民党が野党時代にまとめた憲法改正草案に関し「あくまでも草案で、そのまま改憲案として国民投票にふされることはまったくないと言っていい」と述べた。
　首相は「憲法改正は自民党の党是だ」としながらも「どう変えていくかは国民的議論の末に収斂（しゅうれん）していく」と指摘。まずは「国会の憲法審査会という静かな環境で真剣に議論し、国民的な議論につなげていくべきだ」とした。
　首相は平和記念式典でのあいさつで、昨年は触れなかった「非核三原則」に言及。記者会見でも「核兵器のない世界に向け、強い決意で努力を積み重ねていく」とした。「核兵器を保有することはあり得ず、検討することもあり得ない」とも強調した。
　公明党の山口那津男代表は６日午前、広島市内での記者会見で「政府の首相としては憲法順守義務や尊重擁護義務があり、（改憲を）推進する立場には立てない」と指摘した。そのうえで「国会だけが改憲を発議できる。憲法審査会を通じて議論を深めることは全ての政党に課せられた役割だ」と述べ、野党にも憲法審査会での議論に応じるよう促した。
産経新聞2016.8.6 13:01更新 
山口那津男公明党代表　憲法改正は「基礎からきちんと議論する」
　公明党の山口那津男代表は６日、広島市で記者会見し、憲法改正を巡る党内議論について「逐条的に一つ一つ、基礎からきちんと議論する」と述べ、丁寧に進めていく考えを示した。理由について「この数年、国政選挙が重なり、党内で国会議員の世代交代が相当進んだ」と説明した。
　公明党は、憲法の平和主義など三原則を保ちつつ新たな理念を加える「加憲」を提唱している。山口氏は「どの項目、どういうテーマを加えるべきかについて、議論が進んでいない」と指摘した。
首相「核兵器保有あり得ない」　稲田氏の過去の発言巡り

共同通信2016/8/6 11:30

　安倍晋三首相は6日の広島市での記者会見で、将来的に核兵器保有の可能性を検討すべきだとした稲田朋美防衛相の過去の発言などに関し「わが国が核兵器を保有することはあり得ず、保有を検討することはあり得ない」と述べた。

　同時に「（稲田氏は）内閣の一員として核兵器のない世界の実現へ全力で取り組んでほしい」と強調した。稲田氏は閣僚就任後「現時点で核保有を検討すべきではない」としている。

　首相は憲法改正については「衆参両院の憲法審査会という静かな環境で議論し、国民的な議論につなげていくべきだ」と指摘した。

稲田防衛相の核巡る発言、首相「政府方針と矛盾しない」
朝日新聞デジタル2016年8月6日11時39分
　安倍晋三首相は６日、広島市内で記者会見し、稲田朋美防衛相が将来の日本の核兵器保有を否定しない発言をしていることについて、「我が国は核兵器を保有することはありえず、保有を検討することもありえない。稲田防衛大臣の発言はこのような政府の方針と矛盾するものではない」と述べた。
　稲田氏は過去に核保有を「国家戦略として検討するべきだ」と述べていた。３日の防衛相就任会見で見解を問われ、「将来的にどういった状況になるかということもあろうかと思うが、現時点で核保有を検討すべきではない」と述べ、将来の核保有を否定しない発言をしていた。
稲田防衛相、核保有「憲法上、限定ない」　政府見解踏襲
朝日新聞デジタル二階堂勇2016年8月5日20時22分
　稲田朋美防衛相は５日の記者会見で、日本の核兵器保有について「憲法上、必要最小限度がどのような兵器であるかということに限定がない」と述べ、憲法９条で禁止しているわけではないとする従来の政府見解に沿って説明した。ただ、「現時点で核保有はあり得ない」としつつ、「未来のことは申し上げる立場にない」とも語った。
　稲田氏は２０１１年３月号の雑誌「正論」の対談で、「長期的には日本独自の核保有を単なる議論や精神論ではなく国家戦略として検討すべきではないでしょうか」と発言していた。しかし５日の会見では、非核三原則について「国是として堅持をしている」と強調。「現時点で核保有することはあり得ないし、検討する必要もない」と述べた。
　一方、終戦の日の１５日に靖国神社に参拝するかどうかについては「心の問題だ。安倍内閣の一員として適切に判断して行動したい」と引き続き明言を避ける姿勢を見せた。歴史認識をめぐる稲田氏の過去の言動に中国や韓国から反発の声が出ていることには、「不徳の致すところ」としたうえで、「お互いの意見を言いながら理解を深めていくことが、私はできると思っている」と述べた。
　稲田氏の言動には、政権内にも不安視する声がある。岸田文雄外相は５日の会見で、靖国参拝について自らは「日本の外相として適切に対応する」と強調。そのうえで、稲田氏に対しても「内閣の一員として適切に対応されると思う」と暗に自制を求めた。（二階堂勇）
安倍首相 　「将来も核兵器保有あり得ず」核なき世界に意欲
毎日新聞2016年8月6日　11時34分（最終更新　8月6日　12時21分）
　安倍晋三首相は６日、「我が国が核兵器を保有することはありえず、保有を検討することもありえない」と述べた。広島市内で記者団の質問に答えた。 
　稲田朋美防衛相は３日の記者会見で将来的な核保有を「憲法上、必要最小限度にどのような兵器が含まれるかに限定はない」と明確に否定しなかった。首相はこれに関し、「政府方針と矛盾しない。（稲田氏は）安倍内閣の一員として核兵器なき世界の実現に全力で取り組んでもらいたい」と語った。 
　首相はまた、憲法改正について「（衆参の）憲法審査会という静かな環境で真剣に議論し、国民的な議論につなげていきたい」と述べた。自民党の憲法改正草案に関しては「そのまま国民投票に付されるとは全く考えていない」と述べ、各党と柔軟に協議する考えを強調した。【松井豊】 
産経新聞2016.8.6 11:32更新 
安倍晋三首相「非核三原則を堅持する。日本の核保有あり得ない」「憲法改正は国民的論議を」

　平和記念式典であいさつする安倍首相＝６日午前、広島市の平和記念公園 
　安倍晋三首相は６日午前、訪問先の広島市内で記者会見し、「唯一の戦争被爆国としてわが国は非核三原則を国是として堅持している」と述べた。「核兵器のない世界に向け、強い決意で努力を積み重ねていく」とも述べ、核軍縮に取り組む姿勢を強調した。
　首相は、稲田朋美防衛相が記者会見で「現時点で核保有を検討すべきでない」と述べたことに関し、「わが国が核兵器を保有することはあり得ず、保有を検討することもない」と指摘。「稲田氏の発言は政府の方針と矛盾しない」と説明した。
　憲法改正については、民進党などが自民党の改正草案を取り下げるよう求めていることに関し「（草案が）そのまま国民投票に付されるとは全く考えていない」と述べた。「まずは憲法審査会という静かな環境で所属政党に関わらず、それぞれの考え方を示した上で真剣に議論し、国民的議論につなげるべきだ」と述べ、各党に積極的な議論を呼びかけた。
産経新聞2016.8.6 11:57更新 
安倍首相「安保法は戦争未然に防ぐためのものだ」　被爆者団体に理解求める

　被爆者７団体の代表と面会する安倍首相（奥左）＝６日午前、広島市 
　安倍晋三首相は６日午前、被爆者７団体の代表との面会で、昨年９月に成立した安全保障関連法について「不戦の誓いを守り抜き、戦争を未然に防ぐためのものだ。国民の命と平和な暮らしを守り抜くために重要、不可欠だ」と理解を求めた。広島被爆者団体連絡会議の吉岡幸雄事務局長から安保法の撤回を求める発言があったのに対し答えた。
　同時に「戦後一貫して平和国家として歩んできた。この歩みが変わることは今後も決してない」と強調。「安保法によって日本が危険にさらされた時は、日米同盟が完全に機能する。先の参院選でも私から説明してきた」と述べた。
副大臣・政務官も派閥均衡…石破派からは２人

読売新聞2016年08月06日 09時26分

　政府は５日の閣議で、副大臣２５人と政務官２７人を決定した。

　自民党の派閥や連立を組む公明党の勢力にほぼ比例した配分になっており、「閣僚と同様に、派閥均衡が図られた」（自民党関係者）と受け止められている。

　副大臣と政務官計５２人のうち、最大派閥の細田派からは副大臣７人、政務官７人の計１４人が起用された。額賀派は副大臣５人、政務官３人の計８人。岸田派、麻生派、二階派はそれぞれ副大臣２人、政務官３人の計５人ずつだった。

　石破派は、斎藤健農水副大臣が留任したほか、政務官１人が起用された。「ポスト安倍」をうかがう石破茂・前地方創生相が閣外に出たため、「徹底的に干されるだろう」（首相周辺）との見方もあったが、首相としては党内融和を図った格好だ。石破派からは「首相官邸は大人の対応をした」との声も漏れた。

「核兵器禁止条約へ行動を」 被爆者団体が首相に要望
ＮＨＫ8月6日 13時28分
広島市で行われた平和記念式典のあと、被爆者団体の代表らは安倍総理大臣と面会し、核兵器の保有や使用を禁止する「核兵器禁止条約」について、反対する核保有国に同調するのではなく、被爆国として早期の締結に向けて行動するよう要望しました。
広島県被団協＝広島県原爆被害者団体協議会など、広島県内７つの被爆者団体の代表らは平和記念式典のあと、広島市内のホテルで安倍総理大臣と面会しました。
この中で被爆者団体側は、核保有国が入らずに国連の作業部会で議論が行われている「核兵器禁止条約」について、条約に反対する核保有国の立場に同調するのではなく、被爆国として早期の締結に向けて行動するよう要望しました。
これに対し、安倍総理大臣は、「核保有国と非核保有国の双方に協力を求め、世界の指導者や若者に悲惨な実態に触れてもらうことで被爆の実相を世界に伝え、核兵器のない世界の実現に向けた取り組みをさらに進めたい」と応じました。
面会のあと、広島県被団協の坪井直理事長は、「安倍総理大臣は『過ちは繰り返さない』とか、『二度と被爆者は作らない』と言っていたが、はっきりと『核兵器をゼロにする』と言ってほしかった」と話していました。
また、もう一つの県被団協の佐久間邦彦理事長は、「核廃絶に向けては、これまでの発言と比べて変化がなかった印象だ。被爆国の立場で『核兵器禁止条約』の締結を核保有国に働きかけてほしい」と話していました。
改造内閣 　政務三役、派閥に配慮　副大臣・政務官人事決定
毎日新聞2016年8月5日　21時35分（最終更新　8月5日　23時46分）
　政府は５日の閣議で、第３次安倍再改造内閣の副大臣・政務官人事を決定した。閣外に出た石破茂前地方創生担当相が会長を務める石破派を含め、各派閥のバランスに配慮した顔ぶれをならべた。 
　安倍晋三首相は５日に首相官邸で開いた副大臣会議で「それぞれの分野の改革に受け身ではなく果敢にチャレンジしていただきたい」とあいさつした。 
　決定したのは副大臣２５人、政務官２７人。副大臣人事では、注目を集めている稲田朋美防衛相を支えるため、若宮健嗣副防衛相（副内閣相兼務）が留任した。副外相には首相の実弟の岸信夫衆院外務委員長を再登用し、副農相には首相に近い礒崎陽輔元首相補佐官を起用した。公明党からは、副大臣に古屋範子副代表ら３人、政務官には３人を充てた。 
　菅義偉官房長官は５日の記者会見で「継続が必要な副大臣は留任させた」と説明した。副大臣・政務官人事では各派閥が官邸側に候補者名を伝えているが、菅氏は「まったく（推薦を考慮）しなかった」と述べた。 
　ただ、実際は政務三役の数で派閥の均衡に配慮したことがうかがえる。前回２０１５年１０月の内閣改造時と比べ、額賀、二階両派は２人、岸田派が１人増。首相の出身派閥の細田派は１人減っており、細田派幹部は「今回は少し遠慮した」と語った。 
　首相は閣僚人事と同じく安定した政権運営を維持するため、副大臣・政務官でも各派閥の意向をこれまで以上に重視したとみられる。石破派には、石破氏が閣外に出たことによる冷遇を懸念する声もあったが前回と同数で、関係者は「影響はなかったようだ」と受け止めている。岸田派の若手は「どこかが突出して多いわけではなく、妥当な布陣ではないか」と指摘した。【高橋恵子、加藤明子】 
産経新聞2016.8.6 10:38更新 
【内閣改造】副大臣・政務官は派閥バランス重視　外務副大臣には岸信夫氏を再起用

　原田憲治氏、盛山正仁氏、岸信夫氏、薗浦健太郎氏、木原稔氏、大塚拓氏 
　政府は５日の閣議で、内閣改造に伴う副大臣２５人と政務官２７人の人事を決めた。外務副大臣に安倍晋三首相の実弟である岸信夫衆院外務委員長を再び起用。北朝鮮が核実験やミサイル発射など挑発的な行動を繰り返していることを踏まえ、若宮健嗣防衛副大臣を留任させるなど、外交・安全保障を重視し、実務に精通する人員を配置した。
　副大臣会議と政務官会合をそれぞれ開き、菅義偉官房長官と萩生田光一、野上浩太郎、杉田和博の３官房副長官も出席した。菅氏は会見で派閥の推薦を考慮したかどうかについて「全くしなかった」と述べた。
谷垣禎一前幹事長率いる谷垣グループは今回の人事で閣僚２人が交代。副大臣、政務官も１人も入らなかった。頸髄（けいずい）損傷で入院中の谷垣氏のほか、国対委員長だった佐藤勉元総務相も交代し、同グループは党幹部からも姿を消す結果となった。
　石原宏高衆院議員は、兄の伸晃経済再生相も関わる内閣府の副大臣に就任。丸川珠代五輪相の夫である大塚拓衆院議員は財務副大臣に就いた。不倫を理由に辞職した宮崎謙介前衆院議員の妻、金子恵美衆院議員は総務政務官を務める。
■■副大臣■■
　【復興】橘　慶一郎氏（たちばな・けいいちろう）東大卒。総務政務官。５５歳。富山３区、衆院当選３回（無派閥）
　【復興】長沢　広明氏（ながさわ・ひろあき）東洋大卒。党参院副幹事長。５７歳。比例、参院当選２回、衆院当選１回（公明党）
　【内閣府】石原　宏高氏（いしはら・ひろたか）慶大卒。外務政務官。５２歳。東京３区、衆院当選３回（石原派）
　【内閣府】越智　隆雄氏（おち・たかお）東大院修了。内閣府政務官。５２歳。東京６区、衆院当選３回（細田派）
　【内閣府】松本　洋平氏（まつもと・ようへい）慶大卒。内閣府政務官。４２歳。東京１９区、衆院当選３回（二階派）
　【総務】原田　憲治氏（はらだ・けんじ）日大卒。防衛政務官。６８歳。大阪９区、衆院当選３回（額賀派）
　【総務・内閣府】赤間　二郎氏（あかま・じろう）立教大卒。総務政務官。４８歳。神奈川１４区、衆院当選３回（麻生派）
　【法務・内閣府】盛山　正仁氏（もりやま・まさひと）神戸大院修了。法務政務官。６２歳。比例近畿、衆院当選３回（岸田派）＝留任
　【外務】岸　信夫氏（きし・のぶお）慶大卒。防衛政務官。５７歳。山口２区、衆院当選２回、参院当選２回（細田派）
　【外務】薗浦　健太郎氏（そのうら・けんたろう）東大卒。外務政務官。４４歳。千葉５区、衆院当選３回（麻生派）
　【財務】大塚　拓氏（おおつか・たく）米ハーバード大院修了。法務政務官。４３歳。埼玉９区、衆院当選３回（細田派）
　【財務】木原　稔氏（きはら・みのる）早大卒。党青年局長。４６歳。熊本１区、衆院当選３回（額賀派）
　【文部科学】義家　弘介氏（よしいえ・ひろゆき）明治学院大卒。文科政務官。４５歳。比例南関東、衆院当選２回、参院当選１回（細田派）＝留任
　【文部科学・内閣府】水落　敏栄氏（みずおち・としえい）新潟商業高卒。文科政務官。７３歳。比例、参院当選３回（岸田派）
　【厚生労働】橋本　岳氏（はしもと・がく）慶大院修了。党外交部会長。４２歳。岡山４区、衆院当選３回（額賀派）
　【厚生労働】古屋　範子氏（ふるや・のりこ）早大卒。総務政務官。６０歳。比例南関東、衆院当選５回（公明党）
　【農林水産】斎藤　健氏（さいとう・けん）米ハーバード大院修了。環境政務官。５７歳。千葉７区、衆院当選３回（石破派）＝留任
　【農林水産】礒崎　陽輔氏（いそざき・ようすけ）東大卒。首相補佐官。５８歳。大分選挙区、参院当選２回（細田派）
　【経済産業】松村　祥史氏（まつむら・よしふみ）専修大卒。経産政務官。５２歳。熊本選挙区、参院当選３回（額賀派）
　【経済産業・内閣府】高木　陽介氏（たかぎ・ようすけ）創価大卒。党幹事長代理。５６歳。比例東京、衆院当選７回（公明党）＝留任
【国土交通】田中　良生氏（たなか・りょうせい）立教大卒。経産政務官。５２歳。埼玉１５区、衆院当選３回（無派閥）
　【国土交通・内閣府・復興】末松　信介氏（すえまつ・しんすけ）関西学院大卒。財務政務官。６０歳。兵庫選挙区、参院当選３回（細田派）
　【環境】関　芳弘氏（せき・よしひろ）関西学院大卒。党副幹事長。５１歳。兵庫３区、衆院当選３回（細田派）
　【環境・内閣府】伊藤　忠彦氏（いとう・ただひこ）早大卒。総務政務官。５２歳。愛知８区、衆院当選３回（二階派）
　【防衛・内閣府】若宮　健嗣氏（わかみや・けんじ）慶大卒。党国対副委員長。５４歳。東京５区、衆院当選３回（額賀派）＝留任
■■政務官■■
　【内閣府】武村　展英氏（たけむら・のぶひで）慶大卒。党経産副部会長。４４歳。滋賀３区、衆院当選２回（無派閥）
　【内閣府】豊田　俊郎氏（とよだ・としろう）中央工学校卒。党法務副部会長。６３歳。千葉選挙区、参院当選１回（麻生派）
　【内閣府・復興】務台　俊介氏（むたい・しゅんすけ）東大卒。党総務副部会長。６０歳。長野２区、衆院当選２回（麻生派）
　【総務】金子　恵美氏（かねこ・めぐみ）早大卒。党女性局次長。３８歳。新潟４区、衆院当選２回（二階派）
　【総務】冨樫　博之氏（とがし・ひろゆき）秋田経済大卒。党経産副部会長。６１歳。秋田１区、衆院当選２回（石破派）
　【総務・内閣府】島田　三郎氏（しまだ・さぶろう）青山学院大卒。党総務副部会長。６０歳。島根選挙区、参院当選１回（額賀派）
　【法務・内閣府】井野　俊郎氏（いの・としろう）明治大卒。党農林副部会長。３６歳。群馬２区、衆院当選２回（額賀派）
　【外務】小田原　潔氏（おだわら・きよし）東大卒。衆院復興特委理事。５２歳。東京２１区、衆院当選２回（細田派）
　【外務】武井　俊輔氏（たけい・しゅんすけ）早大院修了。党外交副部会長。４１歳。宮崎１区、衆院当選２回（岸田派）
　【外務】滝沢　求氏（たきさわ・もとめ）中大卒。党環境部会長代理。５７歳。青森選挙区、参院当選１回（山東派）
　【財務】杉　久武氏（すぎ・ひさたけ）創価大卒。党参院国対副委員長。４０歳。大阪選挙区、参院当選１回（公明党）
　【財務】三木　亨氏（みき・とおる）中大卒。党国防副部会長。４９歳。徳島選挙区、参院当選１回（二階派）
　【文部科学】樋口　尚也氏（ひぐち・なおや）創価大卒。党青年局長。４５歳。比例近畿、衆院当選２回（公明党）
　【文部科学・内閣府・復興】田野瀬　太道氏（たのせ・たいどう）早大卒。党文科部会長代理。４２歳。奈良４区、衆院当選２回（石原派）
　【厚生労働】堀内　詔子氏（ほりうち・のりこ）学習院大院修了。党内閣部会長代理。５０歳。比例南関東、衆院当選２回（岸田派）
　【厚生労働】馬場　成志氏（ばば・せいし）熊本工業高卒。党国対副委員長。５１歳。熊本選挙区、参院当選１回（岸田派）
　【農林水産】細田　健一氏（ほそだ・けんいち）米ハーバード大院修了。衆院拉致問題特委理事。５２歳。新潟２区、衆院当選２回（細田派）
【環境】比嘉　奈津美氏（ひが・なつみ）福岡歯科大卒。党厚労部会長代理。５７歳。比例九州、衆院当選２回（額賀派）
　【環境・内閣府】井林　辰憲氏（いばやし・たつのり）京大院修了。党国際局次長。４０歳。静岡２区、衆院当選２回（麻生派）
　【防衛】小林　鷹之氏（こばやし・たかゆき）米ハーバード大院修了。党外交部会長代理。４１歳。千葉２区、衆院当選２回（二階派）
　【防衛・内閣府】宮沢　博行氏（みやざわ・ひろゆき）東大卒。党経産副部会長。４１歳。静岡３区、衆院当選２回（細田派）
「非核三原則」再び言及＝米大統領の広島訪問を評価－安倍首相
　安倍晋三首相は６日、広島市で開かれた平和祈念式のあいさつで、「唯一の戦争被爆国として、非核三原則を堅持しつつ、核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）体制の維持および強化の重要性を訴えていく」と述べ、核兵器のない世界の実現へ向け、決意を新たにした。
　非核三原則は、佐藤栄作首相（当時）が表明した核兵器を「持たず、つくらず、持ち込ませず」という日本政府の基本方針。首相は一昨年まで出席した同式典でのあいさつでは触れていたが、昨年は言及せず、野党などから批判を浴びた。
　オバマ氏が米大統領として初の広島訪問を果たしたことについては、「核兵器を使用した唯一の国の大統領が被爆の実相に触れ、被爆者の方々の前で、核兵器のない世界を追求する勇気を持とうと、力強く呼びかけた」と紹介。「日本中、世界中の人々に大きな希望を与えた」と評価した。　（時事通信2016/08/06-09:01）
安倍首相あいさつ全文＝原爆忌
　広島市原爆死没者慰霊式、平和祈念式での安倍晋三首相のあいさつ全文は次の通り。
　本日、被爆７１周年の広島市原爆死没者慰霊式ならびに平和祈念式が執り行われるに当たり、原子爆弾の犠牲となられた数多くの方々のみ霊に対し、謹んで、哀悼の誠をささげます。
　そして、今なお被爆の後遺症に苦しまれている方々に、心からお見舞いを申し上げます。
　７１年前のよく晴れた朝、１発の原子爆弾の投下によって、１０数万ともいわれる貴い命が奪われ、広島は一瞬にして焦土と化しました。
　惨禍の中、一命を取り留めた方々も、耐え難い苦難を経験されました。
　しかし、広島は、市民の皆さまのたゆみないご努力により、見違えるような復興を遂げ、国際平和文化都市としての地位を見事に築き上げられました。
　本年５月、オバマ大統領が、米国大統領として初めて、この地を訪れました。核兵器を使用した唯一の国の大統領が、被爆の実相に触れ、被爆者の方々の前で、核兵器のない世界を追求する、そして、核を保有する国々に対して、その勇気を持とうと、力強く呼びかけました。
　Ｇ７（先進７カ国）外相会合の「広島宣言」とともに、「核兵器のない世界」を信じてやまない広島および長崎の人々、そして、日本中、世界中の人々に大きな希望を与えたものと確信しております。
　７１年前に広島および長崎で起こった悲惨な経験を二度と繰り返させてはならない。そのための努力を絶え間なく積み重ねていくことは、今を生きる私たちの責任であります。唯一の戦争被爆国として、非核三原則を堅持しつつ、核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）体制の維持および強化の重要性を訴えてまいります。核兵器国と非核兵器国の双方に協力を求め、また、世界の指導者や若者に被爆の悲惨な実態に触れてもらうことにより、「核兵器のない世界」に向け、努力を積み重ねてまいります。私は、新たな一歩を踏み出す年に、この地広島において、世界恒久平和の実現に向けて力を尽くすことを改めてお誓い申し上げます。
　被爆者の方々に対しましては、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、保健、医療、福祉にわたる総合的な援護施策の充実を行ってまいりました。高齢化が進む被爆者の方々の実情を、今後もしっかりと踏まえながら、援護施策を着実に推進してまいります。
　特に、原爆症の認定につきましては、一日も早く結果をお知らせできるよう、できる限り迅速な審査に努めてまいります。
　結びに、永遠の平和が祈られ続けている、ここ広島市において、原子爆弾の犠牲となられた方々のご冥福と、ご遺族ならびに被爆者の皆さまのご多幸をお祈り申し上げるとともに、参列者ならびに広島市民の皆さまのご平安を祈念いたしまして、私のあいさつといたします。（時事通信2016/08/06-09:01）
首相、非核三原則に再び言及　平和記念式典で 
日経新聞2016/8/6 11:34
　安倍晋三首相は６日、広島市で開かれた平和記念式典のあいさつで「唯一の戦争被爆国として非核三原則の堅持する」と述べた。歴代首相が毎年触れてきた表現だが昨年は言及せず、野党から「保守色の強い首相があえて外した」などと批判を浴び、３日後の長崎市での式典で触れた経緯がある。今年は誤解を避ける狙いもあって再び言及したとみられる。
　あいさつで首相は米大統領として初となったオバマ氏の広島訪問について「核兵器を使用した唯一の国の大統領が被爆者の方々の前で、核兵器のない世界を追求する勇気を持とうと力強く呼びかけた」と言及。「日本中、世界中の人々に大きな希望を与えた」と意義を訴えた。
　首相はオバマ氏の広島訪問を実現し、保守色の強い政権のイメージからそのウイングを広げた。今回も核兵器廃絶への積極的な姿勢を示す機会ととらえている。式典後の記者会見では「日本が核兵器保有を検討することはあり得ない」とも強調した。
公明代表「参院選は大勝利」＝来年の都議選完勝訴え
　公明党は５日、全国県代表協議会を東京都内で開いた。山口那津男代表はあいさつで、先の参院選を「大勝利」と総括。その上で「次の大きな戦いは来年夏の東京都議選だ。首都決戦の完勝を断じて成し遂げたい」と述べ、準備に全力を挙げるよう呼び掛けた。
　山口氏は都議選に関して「今後４年間は五輪・パラリンピック開催を控えた重要な時期だ。そのかじ取り役は公明党が担わなければならない」とも訴えた。推薦候補が敗北した先の都知事選には触れなかった。会議では参院選の結果を詳しく分析。災害対策など当面の政策課題についても意見交換した。　（時事通信2016/08/05-16:23）
靖国参拝「稲田氏は適切対応を」＝岸田外相
　岸田文雄外相は５日の記者会見で、稲田朋美防衛相が１５日に靖国神社を参拝するかどうかについて、「内閣の一員として適切に対応されるものと考える」と述べた。中国や韓国との関係悪化を招かないよう稲田氏に参拝見送りを促す発言とみられる。
　稲田氏は行政改革担当相として２０１３、１４両年の８月１５日に参拝している。　（時事通信2016/08/05-12:02）
産経新聞2016.8.5 06:53更新 
【新閣僚に聞く】稲田朋美防衛相　「（百人斬りは）なかったと思っている」「政治家であれば誰しも首相を目指している」
　稲田朋美防衛相は４日、産経新聞などのインタビューで「中国と建設的な協力関係を強化し信頼醸成を図ることが大変重要だ。機会があれば訪中したい」と述べ、中国訪問に意欲を示した。昭和１２年の南京攻略戦について報道された旧日本軍の「百人斬り」については「なかったと思っている」と指摘。南京事件に関しては「３０万人、４０万人という数が南京大虐殺の数として指摘されている。数がどうであったかという問題は重要なことだ」と述べた。
　稲田氏をめぐっては、中国、韓国のメディアが「右翼」と批判しているが、両国との関係について「話し合いの場を設けていきたい。議論することで私に対する誤解も払拭されていくのではないか」と強調。韓国との軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）早期締結や、中国との偶発的な衝突を回避する「海空連絡メカニズム」の運用開始に意欲を示した。
　先の大戦の評価については「防衛相として個人の歴史認識を答える立場ではない」と述べるにとどめた。ただ、「私自身の歴史認識は一面的なものではなく、客観的事実が何かを追求してきたつもりだ」とし、慰安婦や南京事件など歴史認識問題に取り組んできた自負をのぞかせた。
　平成１９年に米下院での日本糾弾の慰安婦決議案に反対する米紙意見広告に関わったことについては「（旧日本軍が）若い女性を２０万人強制連行して性奴隷にし、虐殺したという米下院決議に関連して広告が出された」と述べ、問題はなかったとの認識をにじませた。
　一方、３０年９月に切れる首相の自民党総裁任期の延長について「そういうことも視野に入れて議論すべきだ」と指摘。自身が首相を目指す考えに関しては「政治家であれば誰しも首相を目指している」と改めて意欲を示した。
産経新聞2016.8.5 06:58更新 
【新閣僚に聞く（詳報）】稲田朋美防衛相詳報（１）　「エスカレートする中国軍の活動全般に強く懸念」

儀仗隊の栄誉礼を受ける稲田朋美防衛相＝４日午後、東京都新宿区の防衛省（古厩正樹撮影） 
　稲田朋美防衛相は３日、産経新聞などのインタビューに応じた。
インタビューの詳報は以下の通り。
【２人目の女性防衛相】
　－－女性の防衛相は小池百合子東京都知事に次いで２人目となる。意気込みは
　「防衛大臣を拝命して国家の存立と国民の生存を守るという崇高かつ国家の基本そのものの任務を担うことになり、大変光栄に存じておりますと同時に私の責任の重みを痛感しているところです。今回の就任に当たり、首相からは（自衛隊の態勢強化など）７項目のご指示をいただいているところです。このようなご指示を踏まえつつ防衛大臣として約２５万人の自衛隊員とともに国民の皆様の負託に応えるため、わが国と世界の平和に貢献してまいりたいと考えております」
　「女性活躍は安倍政権の中核的な政策でもあり、安倍内閣は女性が輝く社会づくりを推進しておりますが、女性の防衛相として私も防衛省における女性隊員の活躍に向けて努力をいきたいと思っております。昨年、女性自衛官の戦闘機パイロットへの配置が開放されるなど女性隊員の活躍推進のための取り組みは着実に進展しております。一方、幹部自衛官に占める女性の割合は５％であり、諸外国と比べても低くなっております。これからも働き方改革、育児・介護などと両立して活躍できるための改革など女性隊員の活躍推進のための施策も推進してまいりたいと思っております」
【安全保障関連法】
　－－安全保障法制に対する国民の理解は進んでいると思うか。新法制に基づき、国連平和維持活動で（ＰＫＯ）で、離れた場所で武装勢力などに襲われた非政府組織（ＮＧＯ）職員や友好関係にある他国軍部隊を要請に応じて救援する「駆けつけ警護」など具体的な訓練をいつ始めるのか。今後の安保法制の運用について考えは
　「昨年、大きな議論のもとで平和安全保障法制が成立しました。先ほど女性防衛大臣という話もございましたが、特に女性の皆さん方に平和安全法制の必要性であるとか、また、憲法に違反したものではない、立憲主義を壊すものではないことなど、しっかりと説明してまいりたいと思っております。さまざまな機会をとらえて国民の皆さまへの説明を行ってきたと承知をいたしておりますけれども、今後とも丁寧に説明を続けてまいりたいと思っております」
　「その上で、駆けつけ警護など平和安全法制によって新たに可能になった任務についてでありますが、今年３月以降、制定された規則類の周知・徹底、また隊員の教育のほか、部隊が実際に訓練を実施するために必要な教材の整備などといった各種の準備が進められてきたと承知をいたしております。こうした準備作業の現状について近く報告を受けることとしておりますが、今後とも自衛隊に与えられた任務を着実に遂行しうる万全の態勢を整えるべく取り組んでまいりたいと思っております」
【南スーダンＰＫＯ】
　－－陸上自衛隊ＰＫＯ部隊が派遣されている南スーダンで治安状況が悪化したが、派遣要件のＰＫＯ５原則は維持されているか。１１月に派遣予定の第１１次隊から駆けつけ警護や宿営地の共同防護を実施するか
　「７月１１日、南スーダン共和国のキール大統領およびマシャール第１副大統領双方とも敵対行為の停止を命じたと承知をいたしております。それ以降、現地の情勢は比較的落ち着いているもようであります。今回の事案に関しては、現地に派遣されている要員からの報告、日本大使館、国連からの情報などを総合的に勘案しておりますけど、国連南スーダン共和国ミッションの活動地域において、わが国のＰＫＯ（５原則）における武力紛争が発生したとは考えておりません。また、反政府側が紛争当事者に該当するとも考えておりません。したがって参加５原則が崩れたとは考えておりません」
　－－防衛白書では北朝鮮の核・ミサイル開発の進展を国際社会に対する重大かつ差し迫った脅威と記述している。北朝鮮は３日も弾道ミサイルを発射し、日本海の排他的経済水域に着水した。こういった行動に対してＳＭ３ブロック２ＡやＰＡＣ３ＭＳＥの開発など迎撃態勢の整備も検討されている。具体的にどう進めていくか
　「防衛白書の記述についておたずねでありますが、年が明けてからの北朝鮮の核実験、ミサイルの発射、また３日の排他的経済水域への着水などを見ておりますと、わが国のみならず、わが国を含む地域、国際社会の安全に対する重大かつ差し迫った脅威であると評価をしております。このような中、防衛計画の大綱、中期防（中期防衛力整備計画）において、北朝鮮の弾道ミサイル能力の向上も踏まえて弾道ミサイル防衛システムについてわが国全域を防護しうる能力を強化するために即応態勢、または同時対処能力、継続的に対処できる能力を強化する必要があると思っております。具体的にはＳＭ３ブロック２Ａの取得、また、ＰＡＣ３ＭＳＥミサイルを搭載するためのペトリオットのさらなる能力向上について、平成２９年度概算要求に必要な経費を計上できるよう最大限努力してまいります」
【中国への対処】
　－－東シナ海では中国海軍艦艇が６月に尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺の接続水域を航行した。中国機に対して航空自衛隊が緊急発進（スクランブル）した回数は増えている。中国の行動にどう対処するのか
　「中国は海上戦力および航空戦力における海域における活動を質、量ともに急速に拡大させていて、一方的にわが国周辺海域での行動をエスカレートしている最近の中国軍の活動全般について防衛省、自衛隊として強く懸念をいたしております。特に尖閣諸島は歴史的にも、また国際法上もわが国固有の領土であります。そして中国が独自の主張で公船による領海侵犯を繰り返している中で、６月９日未明の中国海軍の戦闘艦艇によるわが国尖閣諸島周辺の接続水域への入域は緊張を一方的に高める行為であり、深刻に懸念すべきものと認識いたしております。また中国の航空機に対する航空自衛隊の緊急発進の増加傾向についてですが、平成２８年度第１四半期には中国機に関する緊急発進回数は１９９回となり、昨年同期に比べて８５回増加をいたしてります。防衛省、自衛隊としては、いたずらに事態をエスカレートさせることがないよう、冷静な対応を継続しつつ、尖閣諸島を含むわが国の領土、領海、領空を断固として守り抜くため引き続き警戒監視、情報収集に万全を期すとともに国際法および自衛隊法にしたがって厳正な対領空侵犯措置を実施していきます」
【対中防衛協力】
　－－中国との防衛協力をどう進めるか。東シナ海を念頭に偶発的な衝突を回避する日中間の「海空連絡メカニズム」の運用の見通し、訪中の考えは
　「日中防衛交流については日中の戦略的互恵関係の構築の一環として建設的な協力関係を強化して、信頼醸成を図ることが大変重要であると思っております。ハイレベルや部隊間といった、さまざまなレベルでの対話・交流の実施を働きかけて、日中の信頼関係、また相互理解を増進していく考えであります。中でも近年の東シナ海における中国の活動の急速な活発化を踏まえて、日中防衛当局間の海空連絡メカニズムの早期の運用開始が重要であり、その実現に向けて引き続き努力していく所存です」
【南シナ海】
　－－国際仲裁裁判所が南シナ海での中国の主権を否定したが、中国は実弾演習を行うなど一歩も引かない姿勢だ。自衛隊はどう対処するか
　「南シナ海をめぐる問題はアジア太平洋地域の平和と安定にとって非常に重要な国際社会全体の関心事だと思います。フィリピンと中国の仲裁裁判所の最終判断が示されましたけれども、この仲裁裁判は最終的かつ法的拘束力を有し、当事国はこの仲裁裁判に従う必要があると思っております。今後、南シナ海における紛争の平和的な法の支配を貫徹することを強く期待をいたしております。わが国としましては、これまでにフィリピンやベトナムなど周辺の国々に対する能力構築支援、また、南シナ海において海上自衛隊と米海軍など各国軍隊との共同訓練を行うなど地域の安定に資する活動に積極的に取り組んでいるところであり、今後とも２国間、多国間による共同訓練、演習など推進することといたしております。防衛省としてはこのような取り組みを通じて引き続き国際社会との連携を強化してまいります」
産経新聞2016.8.5 07:07更新 
【新閣僚に聞く（詳報）】稲田朋美防衛相詳報（２）　「辺野古移転は普天間の危険性撤去の唯一の解決策」

引継書に署名する稲田朋美防衛相＝４日午後、東京都新宿区の防衛省（古厩正樹撮影） 
【在沖縄米軍基地】
　－－政府は米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古への移設をめぐり、これが唯一の解決策という立場を取っている。住民理解をどう進めるか
　「沖縄の負担軽減の問題は引き続き安倍内閣の重要課題であり、やれることは何でもやるというのが政府の方針であります。普天間飛行場については世界一危険な飛行場といわれている飛行場を１日も早く移転させ、その危険性を除去することが重要なことだと思っております。この点については国も県も同じ考えであると認識をいたしております」
　「また、地理的な優位性を有する沖縄に優れた機動性、即応性を有し、幅広い任務に対応可能な海兵隊が駐留することは日米同盟の抑止力を構成する上で大変重要な要素であり、わが国の平和と安全を確保する上で必要なものだと考えております。わが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す中で、普天間飛行場の辺野古への移転は米軍の抑止力を維持しながら、同時に普天間の危険性を一刻も早く撤去することを図るための唯一の解決策だと思っております」
　「現在、政府は埋め立て工事を中止した上で、今年３月に国と沖縄県がともに合意した和解条項に従って司法の判断をあおぐ裁判手続きと、さらには協議の手続きを、いわば車の両輪として迅速に進めるなど、問題の解決のための真摯（しんし）な努力を行っているところであります。常に誠意を持って沖縄の方々と話し合いを続け、政府の取り組みに理解を得られるよう、引き続き粘り強く取り組んでいく必要があると思っております」
　－－辺野古移設をめぐり、国が埋め立て承認を取り消した沖縄県の翁長雄志知事を相手取り、撤回を求める政府の是正指示に従わないのは違法だと確認を求める訴訟について考えは。普天間移設関連工事のうち、米軍キャンプ・シュワブの陸上部分の工事のめどは。米軍北部訓練場（沖縄東村など）の返還時期について考えは
　「国と沖縄県が３月４日に合意した和解条項では国と県が訴訟合戦を延々と続けることに終止符を打つために継続している３つの訴訟をいったん白紙に戻して、国・地方係争処理委員会を経て、訴訟を１つにすることで協議と同時並行的に進めるとともに、判決で司法の判断が示された場合には国も県も判決の主文、理由の趣旨に沿った手続きを進めるとともに、その後もその趣旨に沿って互いに協力して誠実に対応することを確約しています」
　「その和解条項にのっとって国は不作為の違法確認訴訟を提起したところであります。和解条項で裁判所は迅速な審理判断を行えるよう全面的に協力を国と沖縄県がすることになっており、防衛省としては和解条項に従って誠実に対応してまいります」
　「陸上部分の工事についてでありますが、これは政府側からは埋め立て工事と直接の関係のない工事であって今後速やかに再開したい旨を県側に伝えているところであります。その後も沖縄防衛局などから県側に対し、再編事業の詳細について説明を行っていると承知しております。防衛省としては引き続き和解の一方の当事者である沖縄県側の認識と異なることがないよう丁寧に説明した上で早期に工事に着手してまいりたいと考えております」
　「北部訓練場の返還のことでありますけれども、７５００ヘクタールあるうちの過半、約４０００ヘクタールを返還することとされており、現在、返還の条件であるヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の移設工事を進めております。この移設工事については反対をされている人々により車両の駐車、テントなどの設置の妨害工事が繰り返し行われて、円滑な実施が阻害されてきました。このような中、７月２２日に工事を再開したところであり、現時点で返還時期について予断をもってお答えすることは適切ではないと考えております」
【日米同盟、地位協定】
　－－日米同盟の今後のあり方は。日米地位協定の抜本的改定について考えは
　「日米同盟はわが国安全保障の基軸であり、安倍政権のもとでかつてないほど盤石なものになっていると思います。わが国に駐留する米軍のプレゼンスはわが国防衛に寄与するのみならず、東アジア、太平洋地域における不測の事態の発生に対する抑止力および対処力としても機能しております。わが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す中で、わが国の平和と安全を確保するためには平和安全保障法制および新ガイドライン（日米防衛協力の指針）のもと、集団的自衛権に関するものも含め、あらゆる事態に対して切れ目なく日米が一層協力して対応できる態勢を確保していく必要があると思います。日米両国は世界のさまざまな地域における課題に対しても協力をしており、幅広い分野で協力関係を不断に強化・拡大していく必要があると考えております。政府といたしましては、わが国自身の防衛に対する責任を果たしていくことに加え、米国とこれまで以上に緊密に協力し、日米同盟の抑止力、対処力を強化し、地域や世界の平和と安定のための役割を果たしていくことが重要だと思っております」
　「日米地位協定についてでありますけれども、これについては協定そのものに加えて、数多くの日米合意を含んだ大きな法的な枠組みであると考えております。また、日米地位協定についてはさまざまな意見があることは承知をいたしておりますが、引き続き日米地位協定のあるべき姿を追求して国民の理解が得られるよう最大限努力をしてまいりたいと思っております。さらには７月に日米地位協定上の地位を有する軍属の範囲の明確化、教育・研修の強化などを内容とする共同発表を行ったところでありますが、今後数カ月の間、この協議を完了して日米間で適切な文書を通じて詳細を発表することを目指し、両政府間で引き続き詰めの作業を集中的に行うことといたしております。法的拘束力のある政府間文書の作成を目指す考えでございます」
【オスプレイ】
　－－防衛省は３１年度から垂直離着陸機オスプレイを導入する予定だが、佐賀空港を管理する佐賀県の同意も得られていない。どう対処するか
　「オスプレイについてはわが国を取り巻く安全保障環境が一層厳しさを増していることを踏まえ、島嶼（とうしょ）防衛能力の強化を図るため陸上自衛隊への導入を図るものです。オスプレイについては、これと一体となって運用される陸上自衛隊水陸機動団の配置先である長崎県佐世保市に近接していること、周辺に市街地がなく地籍の確保が容易であることから佐賀空港に配備させていただきたいと考えております。もとより佐賀空港の利用にあたっては地元の皆さまの生活環境に十分配慮することは言うまでもありませんし、また地元の漁業、民間空港としての機能に悪影響を及ばさないことは当然であろうかと思っております。防衛省としては本件の安全保障上の重要性を踏まえ、佐賀県知事をはじめ地元の皆さま方のご理解、ご協力を得られるよう引き続き丁寧な説明に努めてまいりたいと思っております」
産経新聞2016.8.5 07:10更新 
【新閣僚に聞く（詳報）】稲田朋美防衛相詳報（３）　「靖国神社に参拝するかしないか、私の心の問題」
【日韓防衛協力】
　－－日韓の防衛協力についてどう進めていくか。ソウルの日本大使館前にある慰安婦問題を象徴する少女像の撤去などをめぐる発言などで韓国メディアから防衛協力問題で摩擦が起きかねないと報じられている。日韓のＧＳＯＭＩＡ（軍事情報包括保護協定）の年内締結の見通しは
　「わが国と韓国はともに米国の同盟国として東アジア地域の平和と安定、共通の利益を有していると思います。そして北朝鮮の核実験、さらにはミサイルの問題を含むさまざまな安全保障上の課題に対して日本と韓国が協力して取り組むのは大変重要なことだと思っております。さまざまな機会、チャンネルをとらえて韓国との交流の推進を私自身も進めてまいりたいと思っております。その中で日韓合意は今まで日本と韓国との間に存在した慰安婦問題について最終的、不可逆的に解決するという内容で、非常に有意義なものであるというふうに思っております。日韓それぞれがその合意を責任をもって実施することが重要であって、その合意の中にあるソウルの日本大使館前の少女像についても韓国政府において適切に対処されるものと私は認識いたしております」
　「日韓ＧＳＯＭＩＡについては北朝鮮のミサイル・核への対応をはじめ、日韓、日米韓が安全保障上の課題に

事務引き継ぎ前に握手する中谷元・前防衛相（左）と稲田朋美防衛相＝４日午後、東京都新宿区の防衛省（古厩正樹撮影）
より緊密に協力していくために早期に締結をして日韓間でさらなる情報共有を図ることが重要だと思っております。時期の見通しについて確定的にお答えすることはできませんけれども、まずは韓国と議論を積み重ね、日韓ＧＳＯＭＩＡ締結の必要性について韓国の理解を深めていくことが重要であると認識しておりまして、機会をとらえて韓国との議論を行っていきたいと思っております」
【靖国神社参拝】
　－－行政改革担当相時代に８月１５日に靖国参拝をしている。防衛相としても参拝するのか
　「昨日から、そのような質問を多く受けているところでありますが、私はこの問題はそれぞれの心の問題だと考えていて、参拝するかしないか、また、参拝すべきであるとか、すべきでないとか、そういったことについて申し上げるべきではないと思っております。いずれにいたしましても私は安倍内閣の一員でございますので、その点を適切に判断し、行動してまいりたいと思っております」
【憲法改正】
　－－憲法改正に賛同する勢力が参院選で３分の２以上に達した。自民党改憲草案にあるように国防軍の創設を含む憲法改正は必要か
　「憲法改正については憲法上も国会の発議、そして最終的には国民投票の過半数が必要になりますので、いずれにしましても国民の理解を得ることが私は重要なことだろうというふうに思っております。各党が憲法審査会でどのような条文をどのように変えるかを含めて憲法改正に関するさまざまな論点について、幅広い合意を求めて真摯な議論をされることが国民的な議論、そして理解を求めていく上で重要なことであろうというふうに思っております。憲法改正について、個人的な見解について申し上げる立場ではないと思っております」
【文民統制】
　－－シビリアン・コントロール（文民統制）はどうあるべきか
　「シビリアン・コントロールは民主主義国家において、軍事に対する政治の優先、または軍事力に対する民主主義的な政治統制を指し、民主主義国家においては確保されなければならない重要な原則であると考えております。防衛省においては文官による政策的見地からの大臣補佐と、自衛官による軍事専門的見地からの大臣補佐が、いわば車の両輪としてバランスよく行われるよう、組織的な担保がなされており、引き続き文官と自衛官の一体感をより高めつつ、文民統制の主体たる私の判断を支えてもらい、確固とした文民統制を果たしてまいりたいと思っております」
【沖縄集団自決】
　－－先の大戦末期の沖縄戦で旧日本軍が「集団自決」を命じたとするノーベル賞作家、大江健三郎氏の「沖縄ノート」などの記述をめぐり、旧日本軍の元戦隊長らが名誉を傷つけられたとして、岩波書店と大江氏に出版差し止めなどを求めた訴訟では原告側の代理人を務めている。集団自決に軍の関与があったと考えるか
　「いまご指摘の裁判は弁護士としての活動であり、大臣としてのお答えは差し控えたいと思います。先の大戦において沖縄は国内最大の地上戦を経験し、多くの方々が犠牲となって筆舌に尽くしがたい苦難を経験されたと承知をいたしております。また昭和２７年日本との平和条約いわゆるサンフランシスコ平和条約の発効以降も一定期間、沖縄がわが国の施政権の外に置かれたという苦難の歴史を決して忘れてはならないと思っております」
【防衛装備移転】
　－－日本政府は防衛装備移転３原則にのっとりオーストラリア政府が進める次期潜水艦の共同開発の受注を目指していたが、受注できなかった。今後の防衛装備品の輸出をどう進めるべきか
　「わが国としては日豪防衛協力の意義などを踏まえ豪州の潜水艦プログラムに対して最大限協力をしてきたものであり、選定されなかったことについては残念に思います。防衛省としてはわが国の安全保障および国際平和への貢献に向けて防衛装備・技術協力は極めて重要であると考えており、引き続き相手国のニーズなどの情報収集、装備品の維持・補修への支援も含めた協力、官民一体の連携態勢の強化などを行い、効果的な協力の実現に努めてまいります」
【先の大戦の評価】
　－－日中戦争から第２次世界大戦にいたる戦争は侵略戦争と思うか、自衛のための戦争だと思うか、アジア開放のための戦争だと思うか
　「歴史認識に関する政府の見解は首相、官房長官におたずねをいただきたいと思います。防衛相として私個人の歴史認識についてお答えをする立場ではありません」
　－－防衛相としての見解をうかがいたい
　「防衛相としてお答えする立場にはないと考えております」
　－－あなたは靖国参拝は心の問題だとおっしゃったが、かつて小泉純一郎内閣に首相は堂々と靖国公式参拝するべきだとおっしゃられていた。それがなぜ今、防衛相になって公式参拝するともしないとも言えないのか
　「私は靖国神社に参拝するかしないか、これは私は心の問題だというふうに感じております。そしてそれぞれひとりひとりの心の問題について、行くべきであるとか、行かないべきであるとか、また、行くか、行かないか、防衛相として行くか、行かないかを含めて申し上げるべきではないと考えております」
　－－かつて首相は一国のリーダーとして堂々と公式参拝するとおっしゃったが考え方が変わったのか
　「変わったというより、本質は心の問題だというふうに感じております」
　－－そのときは首相は行くべきだとおっしゃった。心の問題だとおっしゃっていない
　「そのときの私の考えをここで申し上げるべきではないというふうに思います。また、一貫して行政改革担当相、さらには（自民党）政調会長、ずっとこの問題は心の問題であって、行くとか、行かないとかはお話はしませんけれども、安倍内閣の一員として適切に判断して行動してまいりたいと思っております」
　－－行政改革担当相として靖国神社に行った。なぜ防衛相としては行くとも行かないとも言わないのか
　「行政改革担当相の時代にも、何度も予算委員会、それからさまざまな記者会見でもおたずねを受けました。その際にも私は心の問題であり靖国に参拝するとか、しないとか、すべきであるとか、すべきでないとかは申し上げませんということを一貫して申し上げきたとおりです」
　－－一国の首相は行くべきだと言っている。「べきだ」論を言っている
　「私はこれの本質は心の問題だというふうに感じております」
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栄誉礼で壇上に上がる稲田朋美防衛相＝４日午後、東京都新宿区の防衛省（古厩正樹撮影） 
【普天間飛行場移設】
　－－普天間飛行場の移設先は辺野古が唯一の解決策だと思っているとおっしゃった。移設が進んでいない根本的な原因は
「まずはですね、普天間の辺野古移設に至った、決められた経緯でありますけれども、この問題の本質は、普天間飛行場が世界一危険な飛行場といわれ、まさしく市の中心部、ど真ん中、小学校の近くにあるということだと思っております。そういったこの問題の本質を、やはり住民の皆さま方にしっかりと説明をしていくことが必要だろうと思っております。そして大きな議論の末に裁判所で国と県が和解をして和解条項が成立したわけでありますので、その和解条項に基づいて今、国も提訴し、さらには協議を進めていくんだということも引き続き説明した上で誠実に対処していく必要がある。引き続き粘り強く取り組んでいく必要があると思っております」
　－－防衛相として沖縄に訪問したい考えは
　「この問題については、知事や県民の皆さん方にもしっかりと説明をする必要があると思っております。いま具体的にスケジュール的なものを検討しているわけではありませんけれども、その必要があると考えております」
【中韓メディアによる右翼批判】
　－－防衛相就任が決まってから中国や韓国から右翼政治家と批判されている。受け止めは。自分自身ではどういう政治家だと考えているか
　「たぶん弁護士時代に関わっていた裁判などをとらえられたりされているのではないかと思っておりますけれども、私自身は歴史認識の問題について、さまざまな評価はあるでしょうけれども、一番重要なことは客観的な事実が何かということだと思います。私自身の歴史認識に関する考え方も一面的なものではなくて、やはり客観的事実が何かであるかということを追求してきたつもりであります」
　「その上で、私は先ほども申し上げましたように、東アジア、太平洋地域の平和と安定、そして、そのためには中国、韓国との協力的な関係を築いていくということは不可欠だろうというふうに思っております。いつでもそういった交流というか、話し合いの場を自分から設けていきたい。そして議論することによって私に対する誤解もたぶん払拭されていくのではないかというふうに考えております」
　－－中谷元・前防衛相は訪中を追求していたが訪中の考えは
　「機会があれば訪中したいと思っております」
【南京事件】
　－－海外メディアは歴史問題について追及している。南京事件について考えを聞きたい。外務省の見解では非戦闘員の殺害や略奪行為があったことは否定できないが、正しい数は諸説あるのでどれかというのは取りませんとしている。この見解に対する考えは
　「私が弁護士時代に取り組んでいたのは南京大虐殺の象徴的な事件といわれている（昭和１２年の南京攻略戦で報道された）百人斬りがあったかなかったか、私は、これはなかったと思っておりますが、そういったことを裁判として取り上げていたわけであります。それ以上の歴史認識についてはここでお答えすることは差し控えたいと思います」
　－－外務省の正式見解についてはどうか。南京入城の際に民間人殺害があったと。
　「３０万人、４０万人という数が南京大虐殺の数として指摘をされています。そういった点については、私は大変研究も進んでいるので、何度も言いますけども、歴史的事実については、私は客観的事実が何かということは最も重要だろうというふうに思います」
　－－数は分からないが、民間人の虐殺や略奪があったという見解についてはどうか
　－－たとえば秦郁彦は、わりと右のほうだと思うが、日本軍の陣中日記や作戦の詳報などを見て、捕虜になって捕まった人が軍事裁判にかけられず殺されている。無法な殺害に当たるので、その意味では数万の殺害は認めざるを得ないと。数万の殺害は認めるのか
　「秦先生を含めさまざまな見解が出ています。何が客観的な事実かどうか、これをしっかりと見極めていくことが重要で、それ以上について私がお答えできる立場にないと思います」
　－－外務省の見解についてはどうか
　「外務省の見解が政府の見解と反するということではない。というか、当たり前のことですけれども」
　－－その見解を取るのか。従うのか
　「大臣も、というか、私は歴史的な問題については客観的な事実がすべてであり、数は関係ないというご意見もありますけれども、数も含めて客観的事実が何かということをしっかりと検証していくことが重要だと思っております」
　－－捕虜の殺害はどうか
　「私がここで秦先生の見解について何かコメントする立場にはありません」
【世論調査】
　－－共同通信が４日に行った世論調査で防衛相起用について「評価しない」が４３％、「評価する」が３２％ということで評価しないが上回った。今後この結果を受けてどう取り組まれるか
　「わが国の防衛という大変重要な責務についてしっかりと取り組んでいくということだと思います」
【北弾道ミサイル】
　－－北朝鮮が発射した弾道ミサイルについて、回収作業はどのような感じで進んでいるのか。捜索を打ち切ったということも報じられている
　「昨日からけさにかけて弾道ミサイル、あるいはその一部が落下したと推定される海域において自衛隊のＰ３Ｃや護衛艦、海上保安庁の航空機や巡視船による捜索を実施し、発見した漂流物を回収しているところであります。他方、現在まで回収した漂流物の中に、弾道ミサイルあるいはその一部と判断できるようなものは確認をされておりません。引き続き自衛隊の護衛艦や艦載ヘリによる捜索を実施し、仮に弾道ミサイルあるいはその一部と判断できるような物体を発見できればそれを回収し、分析することを考えております」
【防衛費ＧＤＰ１％枠】
　－－防衛費は一時を除き国内総生産（ＧＤＰ）１％以下に抑えられてきた。これは適正と考えるか
　「予算の中で防衛費がどうあるべきか、また、日本の安全を守るためにどれぐらいの防衛予算が必要か、非常に重要な問題だと思います。そういった点を踏まえて中期防も計画は立てているわけでありますので、その中で着実に必要な防衛費ということはつけていくというふうに思っております」
　－－必要があれば１％を超えることも躊躇（ちゅうちょ）すべきではないと考えるか
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引継書に署名する稲田朋美防衛相＝４日午後、東京都新宿区の防衛省（古厩正樹撮影） 
【慰安婦問題】
　－－平成１９年に慰安婦問題について米国の新聞に全面広告が出された。そのときに賛同者として名前を出した。慰安婦募集の強制性はなかったという考え方は変わっているか
　「慰安婦制度に関しては、私は女性の人権と尊厳を傷つけるものであるというふうに認識をいたしております。いま、そのワシントン・ポストの意見広告についてでありますが、その広告は強制連行をして若い女性を２０万人強制連行して性奴隷にして虐殺をしたというような米国の下院決議に関連して出されたものだと思っております」
　「いずれにしても（昨年）８月１４日、首相談話で述べられているように、戦場の陰に深く名誉と尊厳を傷つけられた女性たちがいたことを忘れてはならず、２０世紀において戦時下、多くの女性たちの尊厳や名誉が深く傷つけられた過去を胸に刻みつけて、２１世紀は女性の事件が傷つけられることのない世紀とするため世界をリードしていくというその決意であります」
　－－強制性はあったということか
　「そういうことではありません。そういうことを言っているのではありません」
【将来の首相候補】
　－－将来の首相候補としての存在感が増している。受け止めは
　「はい。政治家であれば誰しも首相を目指していると思いますが、ただ、首相はなろうと思ってなれるものでなく、実力もタイミングも人の輪も、そして運も大きなさまざまな要素があってはじめて実現するものだと思っておりますので、今、与えられた重要な任務をしっかりと果たしていきたいと思っております」
【自民党総裁任期延長】
　－－自民党の二階俊博幹事長が自民党総裁任期の延長に前向きな発言をしている。どう考えるか
　「いま安定した安倍政権、３年半続いて、この安定した政権が続くということは、私は日本の存在感を世界に示すものでもありますし、国民の財産であるというふうに思っております。やはり、どなたが首相にふさわしいかということを中心に考えるべきで、そして総裁任期というのは自民党の内規に過ぎませんから、それについては、私は二階氏と同じように年内に検討されるというのであれば前向きに考えております」
　－－延長をするべきか
　「そういうことも視野に入れて議論するべきだというふうに思います」
【戦死】
　－－戦死についてうかがいたい。国民国家においては日本に限らず戦死にさまざまな意味が付与されてきた。防衛相として戦争でなくなることについてどのように考えるか
　「憲法上、日本は戦争を放棄をいたしております。また、憲法ができたときには９条があるので攻めてこられたとしても白旗を揚げて自衛権を行使しないのが解釈だったわけでありますけれども、１９５４（昭和２９）年に解釈を変えてですね、そして日本も主権国家であるので自衛隊は憲法違反ではない。合憲である。そして自衛権の行使も必要最小限度の行使が可能であるということを解釈上決め、またそれは最高裁でもそのような解釈にあるわけであります。自衛権の行使の過程において犠牲者が出るということも考えておかなければいけないことだろうとは思います。非常に重たい問題だというふうに思います」
【トランプ氏】
　－－米大統領選共和党候補のドナルド・トランプ氏が在日米軍駐留経費を全額負担すべきだと主張している。トランプ氏が当選したら日米関係はどのような影響を受けるか
　「アメリカ大統領候補者の一つ一つの発言についてコメントすることは差し控えたいと思いますが、しかし日米安保体制、そして米軍が駐留していることは日本の利益のみならず、東アジア、太平洋地域の平和と安定、ひいてはアメリカの利益にもつながることだと思っております」
【沖縄振興策】
　－－菅義偉官房長官の記者会見で沖縄と基地問題と振興策がリンクしていると発言した。辺野古移設が進まない段階では振興策は減らすべきか
　「振興策を減らすってどういうことでしょうか」
　－－沖縄の振興予算を減額すべきか
　「私はですね、沖縄の基地移転、そして、その負担軽減、これは政府を挙げて安倍政権ができることはすべて行い、また、目に見える形で実施するという基本方針の下で在日米軍の再編をはじめとした施策を着実に進めていきたいと思っております。その上で振興策についてですね、防衛省としてお答えする立場にはないというふうに思います。また、基地問題と沖縄振興をリンクさせることについては本日午前の官房長官会見において菅官房長官が述べられた通りだと承知しております」
【先の大戦の評価】
　－－軍事的組織の自衛隊のトップとしてうかがうが、日中戦争から第二次世界大戦にいたる戦争は侵略戦争か、自衛のための戦争か、アジア開放のための戦争か
　「政府の見解は首相、官房長官に聞いていただきたいと思います。私は昨年、首相が出された談話、これが政府の見解だというふうに認識しております」
　－－昨年の談話に異存ないのか
　「私は昨年の首相が出された談話に依存はありません」
　－－侵略戦争か
　「侵略か侵略でないかというのは評価の問題であって、それは一概に言えないし、７０年談話でもそのことについて言及しているというふうには認識していません」
　－－あなたは侵略戦争だというふうに思うか、思わないか
　「私の個人的な見解をここで述べるべきではないと思います」
　－－防衛相として極めて重要な問いかけだと思うので答えてほしい。答えられないならその理由を言ってほしい
　「防衛相としてその問題について、ここで答える必要はないと思います」
　－－軍事的組織のトップだ。自衛隊のトップだ。その人が過去の直近の戦争について侵略だったか侵略でなかったか答える必要はあるのではないか
　「何度も言いますけれども、歴史認識において、最も重要なことは私は客観的事実が何かということだと思います」
　－－侵略だと思うか思わないかということを聞いている
　「侵略か侵略ではないかは事実ではなく、それは評価の問題で、それぞれの方々がそれぞれの認識を持たれるでしょうし、私は歴史認識において最も重要なことは客観的事実であって、そして、この場で私の個人的な見解を述べる立場にはありません」
　－－防衛相としての見解を聞いている
　「防衛相として今のご質問について答える立場にはありません」
　－－日中戦争の前に満州国を作った。これは侵略ではないのか
　「私は今、安倍内閣の一員として政府の大臣としてこの場におります。私の個人的な見解やこの場は歴史論争をする場ではないと思います。政府の一員として、私は政府の見解、これは昨年の７０年談話で首相が示された通りだと思っております」
　－－今のリアルな問題とつながっている。歴史学者は普通、侵略と言う思う。侵略というのが一般の常識だ。侵略じゃないと言って欧米のリーダーと議論すればいいが、まともに議論できるのか
　「私は歴史認識において最も重要なのは客観的事実は何かということだと思います。また昨年の７０年談話でも示されたように、わが国は過去の歩みをしっかり反省して戦後、しっかりと憲法の下で法律を守り、法の支配のもとでどこの国を侵略することも、また戦争することもなく７０年の平和な歩みを続けてきた。この歩みを続けていくことだと思います」
　－－中国、韓国のリーダーと侵略かどうか知りませんと言って議論するのか
　「あの、そういう単純な質問はないと思うんですね」
　－－欧米のメディアはそこに集中している。単純な議論を私がふっかけているわけではない。影響を受けるのはわれわれ日本国民だ
　「私は昨年、首相が出された７０年談話。この認識と一致いたしております」（了）
防衛相 中国との信頼関係構築へ 中国訪問に意欲
ＮＨＫ8月5日 13時23分
稲田防衛大臣は閣議のあとの記者会見で、中国との関係について、「歴史認識は両国のいろいろなレベルで率直に話し合うことが重要だ」と述べたうえで、信頼関係を構築して防衛協力を強化していくため、中国訪問に意欲を示しました。
アメリカ国務省のトナー副報道官は、稲田防衛大臣が毎年、靖国神社に参拝してきたことについて、日本と中国や韓国との関係悪化につながらないよう、慎重に対応することが重要だという認識を示しました。
これについて、稲田大臣は閣議のあとの記者会見で、「安倍内閣の一員として適切に判断して行動してまいりたい」と述べました。
また、稲田大臣は中国との関係について、「歴史認識は両国のいろいろなレベルで率直に話し合うことが重要だ。お互い、意見を言いながらも理解を深めていくことができると思う」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は「ぜひ私も機会があれば中国を訪問して、防衛協力で信頼関係を構築し、建設的な協力関係を強化していくことは極めて重要だ」と述べ、中国訪問に意欲を示しました。
稲田防衛相に「強く憤慨」＝「百人斬り」否定発言を批判－中国
　【北京時事】中国国防省新聞局は５日、日中戦争の南京攻略戦で行われたと報じられた日本兵による中国兵の「百人斬り」競争を稲田朋美防衛相が否定したことについて「強烈に憤慨させられる」と批判する論評を発表した。
　稲田防衛相は４日のインタビューで「百人斬り」に関し、「なかったと思っている」と語った。論評はこの発言に対する見解を問う記者の質問に答える形で、「日本軍は理性のかけらもない『殺人競争』を行った」と主張。「歴史を否定すれば、中日関係に未来はない」と強調した。　（時事通信2016/08/05-20:59）
しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

稲田防衛相　侵略戦争認めず　問われる異常な歴史認識　記者会見で回答

　稲田朋美防衛相は４日の会見で、記者から日中戦争から第２次世界大戦に至る戦争を日本による侵略戦争と考えるかと自らの歴史認識を繰り返し問われ、「侵略か、侵略でないかというのは、評価の問題であって、一概に言えない。歴史認識に関する見解は、首相、官房長官にお尋ねいただきたい」と述べ、一貫して侵略戦争とは認めようとしない姿勢を示しました。

　稲田氏は、「昨年、首相が出した（安倍）談話が政府の見解だ」とも強調。昨年８月の安倍晋三首相談話では、１９９５年の村山富市首相談話以来踏襲されてきた、日本による「植民地支配と侵略」との文言を削除しています。

　さらに稲田氏は、旧日本軍の南京入城（１９３７年）後に民間人の殺害や略奪行為があった事実を認めるかと問われ、「（殺害された）数がどうであったかということは、私は重要なことだと思っている。それ以上に、この問題について答える立場にはない」と述べ、学問的にも国際的にも認められた南京大虐殺についても認めない異常な姿勢を示しました。

しんぶん赤旗月6日(土)

稲田氏は「タカ派」「強硬派」　改憲・海外派兵への布石　海外メディア報道

　３日に発足した第３次安倍再改造内閣で防衛相に就任した稲田朋美氏について、海外のメディアはそろって「タカ派」「強硬派」「国粋主義者」と指摘し、第２次世界大戦中の日本軍の蛮行を認めず、靖国神社の“常連”参拝者だと紹介しています。さらに同氏の防衛相就任を、安倍首相による憲法改悪や自衛隊の海外派兵拡大に向けた布石との受け止めもあります。

　英紙フィナンシャル・タイムズ（電子版）は３日、「安倍首相、防衛相に強硬派の国粋主義者を任命」との見出しで報じました。稲田氏を「首相の緊密なイデオロギー上の味方」と称し、「日本の歴史と憲法についてタカ派的見解」を持っていると紹介しました。

　米紙ウォールストリート・ジャーナル（電子版）は４日、稲田氏が２００５年、自民党員相手に日本の戦争責任に関して講演した際、安倍氏の目に留まったという経緯にふれ、安倍氏の「弟子」だと紹介。第２次内閣で行革担当相だった１３年４月に靖国神社に参拝したと報じています。

　米軍準機関紙「星条旗」（電子版）は３日、稲田氏が今年、週刊誌を名誉毀損（きそん）で訴えた裁判で敗訴し、「在日特権を許さない市民の会」（在特会）とのかかわりが認定されたこと、１４年には、旧ナチス・ドイツを信奉する極右団体代表と写真を撮っていたと報じられたことを紹介しています。

　米ＡＢＣテレビ（電子版）は４日、稲田氏が防衛相就任後の記者会見で、第２次大戦時の日本の戦争が侵略か自衛か問われたのに対し、「この場で個人的な見解を表明する立場にない」と明言しなかったと報道。ロイター通信は同じ記者会見について、稲田氏が靖国神社を参拝するかどうか問われたのに対し、明言を避けたと報じました。

　フィリピンの英字紙マニラ・タイムズ（電子版）は４日の社説で、安倍新内閣が「経済活性化」を最優先としながらも、「強硬派で国粋主義者として有名な稲田朋美氏を防衛相に指名」したことで、「安倍氏は安全保障の課題から離れたのではないというシグナル」を示したと論じました。

蓮舫氏、民進代表選立候補を表明　改憲議論に積極姿勢、岡田氏後継

共同通信2016/8/5 22:18
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民進党代表選に立候補する意向を正式に表明した蓮舫代表代行＝5日午後、東京・永田町の党本部　民進党の蓮舫代表代行（48）は5日、党本部で記者会見し、9月の党代表選に立候補する意向を正式に表明した。退任する岡田克也代表の事実上の後継と目され、執行部系の有力候補となる。安倍政権が目指す憲法改正について「9条は絶対に守る。改正に必要な条文は党内で議論し、提言するのは当然だ」と述べ、議論に積極的な姿勢を示した。前原誠司元外相（54）ら非主流派の動向が焦点となる。

　蓮舫氏は、改憲に関し「立法府の一員として、（国会の）憲法審査会が動いたら積極的に参加する」と述べた。

蓮舫氏が出馬表明＝「政権選択のスタートに」－民進代表選
　民進党の蓮舫代表代行（４８）は５日、党本部で記者会見し、岡田克也代表の後継を選ぶ９月の代表選について「政権選択のスタートにする思いで臨みたい。富士山から飛び降りる覚悟を決めた」と述べ、正式に立候補を表明した。タレント出身で知名度が高い蓮舫氏に対し、所属する野田佳彦前首相のグループや現執行部メンバーを中心に、リベラル系など幅広いグループから支持する動きが出ており、代表選は同氏を軸に展開しそうだ。
　蓮舫氏は会見で「自分の発信力をもって、提案型の政党、選択してもらえる民進党に変えることができると判断した」と、政権復帰を狙える政党に立て直す考えを強調。「（女性の進出を阻む）ガラスの天井を壊したい」とも語り、女性初の首相就任に意欲を示した。
　ただ、衆院解散権を行使する首相に参院議員が就いた例はない。衆院議員へのくら替えの可能性について蓮舫氏は「つい先月、参院選で選んでもらった立場は重い。そこから先はいろんな覚悟を持って臨んでいる」と語り、将来的な選択肢として排除しなかった。　


　蓮舫氏は現執行部メンバーだが、「私が目指すのは『蓮舫路線』だ」と、岡田氏の路線継承にはこだわらない考えを表明。ただ、次期衆院選での野党共闘に関しては「綱領や政策が違うところと一緒に政権を目指すことはあり得ない」と、共産党との連立を否定した岡田氏の説明を踏襲した。
　憲法改正に関しては「９条は絶対に守る。これは私の信念だ」と言明。必要に応じて党内で改憲を議論する考えを示し、衆参両院の憲法審査会の論議にも「積極的に参加する」と語った。
　岡田氏の任期満了に伴う代表選は、９月２日告示、１５日投開票の日程で行われる。岡田氏は既に不出馬を表明。保守系の前原誠司元外相（５４）や長島昭久元防衛副大臣（５４）、リベラル派の長妻昭代表代行（５６）らが立候補を模索している。前原、長妻両氏は５日、旧維新の党出身議員を束ねる江田憲司代表代行と個別に意見交換。長島氏も、野田氏ら各グループの実力者と会談を重ねた。（時事通信2016/08/05-22:41）
蓮舫氏発言要旨
　民進党の蓮舫代表代行の記者会見要旨は次の通り。
　私は９月に行われる民進党代表選に立候補する。小さな一歩かもしれないが、政権選択のスタートにする思いで代表選に臨みたい。向かうべき道が険しいことも分かっている。富士山から飛び降りる覚悟を決めた。私たちの対案が、残念ながら国民に届いておらず、批判ばかりだと思われている。自分の発信力をもって、提案型の政党、選択してもらえる民進党に変えることができると判断した。
　－野党共闘は衆院選でも継承するか。
　政策なくして連携なしだ。綱領や政策が違うところと一緒に政権を目指すことはあり得ない。ただ、昨年の夏から日本の政治風景は変わった。多くの人の声に全ての野党が向き合い、代弁した。この新しい動きは大切にしたい。
　－憲法改正へのスタンスは。
　立法府の一員として憲法審査会が動けば積極的に参加する。憲法に対案はない。９条は絶対に守る。これは私の信念だ。（改正すべき）必要なことが生まれたらしっかり党内で議論し、提言するのは当然の成り行きだ。
　－岡田路線後継者の意識はあるか。
　私が目指すのは「蓮舫路線」だ。岡田克也代表からは「どのような判断をしようと支持する」と言われた。
　－首相になる覚悟、衆院くら替えの考えは。
　（女性の進出を阻む）「ガラスの天井」を壊したい。つい先月、参院選で選んでもらった立場が重いことは理解してほしい。そこから先はもちろん、いろんな覚悟を持って臨んでいる。（時事通信2016/08/05-18:24）
蓮舫氏、民進党代表選に出馬　共闘継承、改憲議論の姿勢
朝日新聞デジタル2016年8月5日19時12分

記者会見で民進党代表選への出馬を表明する蓮舫代表代行＝５日午後３時１８分、東京・永田町、鬼室黎撮影


　民進党の蓮舫代表代行は５日に記者会見し、９月の代表選への立候補を表明した。共産党などとの野党共闘を進めた岡田克也代表の路線を継承する考えを示した。憲法改正については「９条は絶対に守る」としつつ「（国会の憲法）審査会が動いたら積極的に参加する」と主張。参院選で掲げた「安倍政権下での改憲阻止」との整合性も問われそうだ。
　代表選は９月２日に告示、１５日に投開票される。蓮舫氏が最初に出馬表明をしたことで、対立候補を立てる動きが注目される。
　蓮舫氏は会見で、次期衆院選に向け、共産を念頭に「政権選択選挙で、綱領や政策が違うところと一緒に政権をめざすことはあり得ない」と明言。一方で、野党間の選挙協力については「これまでの基本的枠組みは維持」するとし、継続する姿勢を示した。
　安倍晋三首相が意欲を示す改憲をめぐっては、衆参両院の憲法審査会での議論に肯定的な立場を示し、「必要に応じて党内で議論し、提言するのは当然の成り行きだ」と述べた。
　首相が進めるアベノミクスについては「分配の成果が出ていない」と批判し、「民進の政策が国民に伝わり切れていない。自分の発信力で変えていきたい」と表明。政権との対立軸を打ち出す意欲を見せた。
民進 「富士山から飛び降りる覚悟で」蓮舫氏が正式な表明
毎日新聞2016年8月5日　20時25分（最終更新　8月5日　23時31分）
　民進党の蓮舫代表代行（４８）は５日、党本部で記者会見し、任期満了に伴う党代表選（９月２日告示、１５日投開票）に立候補する意向を明らかにした。正式な表明は蓮舫氏が初めて。岡田克也代表ら現執行部が蓮舫氏を推している。 
　蓮舫氏は次期衆院選での共産党との選挙協力について「（先の参院選の）基本的枠組みは維持しつつ、検討を必要とする」と述べ、見直しに含みを持たせた。野党共闘の継続を期待する執行部系と、批判的な非執行部系の双方に配慮したとみられる。安倍晋三首相が目指す憲法改正については「９条は絶対に守る」と明言し、地方自治などを挙げて「必要な条文があれば党内で議論して提言する」と述べた。国会の憲法審査会の議論にも積極的に応じる考えを示した。 
　立候補について蓮舫氏は「富士山から飛び降りるぐらいの覚悟を決めた」と説明。民進党の現状を「私たちには対案、提案、提言があるが、残念ながら国民に届いていない。批判ばかりだと思われている」と指摘し、「国民に（選挙で）選んでもらえる政党にしたい」と党勢回復に意欲を示した。 
　蓮舫氏は元キャスターで、参院東京選挙区から当選３回。民主党政権で行政刷新担当相を務めた。今後は立候補を探っている前原誠司元外相（５４）、長妻昭代表代行（５６）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）らの動向が焦点になる。【松本晃】 
蓮舫氏「野党共闘、基本は維持」　民進代表選に出馬 
日経新聞2016/8/5 16:21
　民進党の蓮舫代表代行（48）は５日、党本部で記者会見し、９月の代表選に出馬すると正式に表明した。「批判ではなく提案へ、創造へ。信頼してもらえる民進党に変えたい」と対案を重視する意向を示した。野党共闘は「基本的な枠組みは維持しつつ、検討を必要とするとの一言に尽きる」と述べ、岡田克也代表が敷いた路線を大枠で踏襲する意向を示した。
　蓮舫氏は参院当選３回で、野田佳彦前首相のグループに所属する。知名度も高く、有力候補の一人と目されている。今後は前原誠司元外相や細野豪志元環境相ら対立候補の動きが焦点になる。
　蓮舫氏は会見で「この選挙を政権選択のスタートにしたい。富士山から飛び降りるくらいの覚悟だ」と力説。「私たちには対案があるが、批判ばかりと思われている。ここを変えたい」と強調した。野党共闘に関しては「綱領や政策が違うところとは一緒に政権をめざさない」とも述べた。
　安倍政権がめざす憲法改正の議論については「憲法９条は絶対に守る」としながらも「憲法審査会が動いたら、立法府の一員として当然積極的に参加する」と前向きに応じる構えを示した。「必要であれば党内でしっかり議論し、提言するのは当然だ」とも語った。
蓮舫氏、民進党代表選出馬を表明 
日経新聞2016/8/5 15:35
　民進党の蓮舫代表代行は５日、党本部で記者会見を開き、９月15日に予定される次期代表選に出馬すると正式に表明した。「批判ではなく提案へ、批判から創造へ」と語り、政策提案型の野党第１党を目指す考えを強調した。
　民進党代表選に正式に立候補を表明したのは蓮舫氏が初めて。代表に就任した場合、岡田克也代表が進めてきた野党４党での共闘については「衆院選という政権選択選挙で綱領や政策が違う政党と一緒に政権を目指すことはない」と明言した。
　安倍晋三首相が９月の臨時国会から再開するとしている憲法審査会の議論には「積極的に参加する」とした。
産経新聞2016.8.6 09:44更新 
【民進党代表選】蓮舫氏は独自路線を打ち出せるのか？　岡田路線の継承との見方濃厚　民共連携や改憲は具体論乏しく…
　かつて「仕分けの女王」として注目を集めた民進党の蓮舫代表代行が党代表選（９月１５日投開票）への出馬を正式に表明した。自らの党運営方針を「蓮舫路線」と命名し、参院選で敗北した岡田克也代表と一線を画す姿勢を強調した。だが、共産党との選挙協力のあり方や憲法改正議論の考え方は岡田氏に限りなく近い。歯切れ良い言葉の裏には岡田路線の継承がにじみ出ている。（坂本一之）
野党連携は検討必要
　蓮舫氏は出馬を表明した５日の記者会見で、岡田氏の後継者としての意識があるかを問われると、素早くこう切り返した。
　「代表として目指すのは『蓮舫路線』。それ以外でもまったくない」
　党内には、参院選で共産党との選挙協力を進め、結局敗北した岡田体制について「再び政権を奪還する可能性を感じさせない」（中堅）といった厳しい批判が相次いでいる。蓮舫氏は岡田路線の転換をアピールすることで、非主流派からも一定の支持を得る狙いだ。
　だが、具体論に入ると、得意の歯切れの良さは失われた。共産党が提唱する野党連立政権「国民連合政府」構想には反対する考えを示した。一方、次の衆院選での共産党との選挙協力は「（参院選の）基本的枠組みは維持しつつ、検討を必要とする」と指摘。これは党が５日に決めた参院選総括の文章をそのままなぞっただけ。共産党との関係は曖昧なままだった。
　こうした蓮舫氏の姿勢に対し、代表選出馬に意欲を示す長島昭久元防衛副大臣は５日、記者団に対し「党の主体性を失った形での野党共闘は転換すべきだ」と苦言を呈した。
　若手から出馬への待望論が出ている玉木雄一郎国対副委員長も「蓮舫氏の会見は幅広い方々から支援が得られるような言い方をされていた」と記者団に皮肉交じりに答えた。
憲法改正も同じ…
　改憲議論についても、蓮舫氏は３月に旧民主党と旧維新の党が合流した際にまとめた基本合意をそのまま引用。「憲法の基本理念は尊重した上で、時代の変化に応じ必要があれば地方自治の条文の改正を目指すとはっきり明記している」と説明した。
　蓮舫氏は国会の憲法審査会に積極的に参加する意向も示し、参院選後の記者会見で安倍晋三政権下での改憲議論容認に転換した岡田氏と同じ方向性を示した。党内では、“名前”で独自路線を打ち出しながらも「結局は岡田氏と同じ路線だ」（中堅議員）との指摘も出ている。
人気は断トツ
　一方、選挙応援で引っ張りだこの蓮舫氏の認知度は党内でも断トツだ。共同通信の最新の世論調査では、党代表に「誰がふさわしいか」との問いに３１・１％が蓮舫氏と回答。２位の前原誠司元外相（１１・３％）や３位の枝野幸男幹事長（９・４％）に大差をつけた。
　蓮舫氏は知名度という武器を最大限に生かすとみられ、党関係者からは「党内議論を呼び起こすような重い議論は、代表選では触れない戦略ではないか」との見方も出ている。
蓮舫代表代行 民進党代表選に立候補表明
ＮＨＫ8月5日 16時10分
民進党の蓮舫代表代行は５日、党本部で記者会見し、来月行われる党の代表選挙について、「政権選択選挙へのスタートにする思いで、代表選挙に臨みたい」と述べ、立候補する意向を表明しました。
民進党は、岡田代表の任期満了に伴う代表選挙を、来月２日告示、１５日投開票の日程で行うことにしています。
これについて、蓮舫代表代行は記者会見し、「政権選択選挙へのスタートにする思いで、代表選挙に臨みたい。向き合うべきは、大変高い山で、大きな与党であり、向かうべき道が厳しく、険しいことも分かっている。私の覚悟は、崖とかスカイツリーのレベルでなく、富士山から飛び降りるくらいの覚悟だ」と述べ、立候補する意向を表明しました。
そのうえで蓮舫氏は、「私たちには対案があるが、残念ながら国民に伝わっておらず、批判ばかりだと思われている。私は代表として、ここを変え、国民に選んでもらえる政党にしたい」と述べました。
また、蓮舫氏は、次の衆議院選挙に向けた共産党などとの野党連携について、「綱領や政策が違う政党とは、一緒に政権を目指さない。『基本的な枠組みは維持しつつ、検討を必要とする』というひと言に尽きる」と述べました。
さらに、蓮舫氏は、憲法改正について、「立法府の一員として、国会の憲法審査会に、積極的に参加する。憲法９条は絶対に守る、これは私の信念でもある。平和主義、主権在民、基本的人権の尊重という基本理念は尊重したうえで、時代の変化に応じて、改正が必要なことが生まれたら、しっかり党内で議論して提言するのは当然の成り行きだ」と述べました。
そして記者団が、「岡田代表の後継者という意識はあるか」と質問したのに対し、「私が代表として目指すのは蓮舫路線だ」と述べました。
蓮舫氏は、参議院東京選挙区選出の当選３回で、４８歳。党内では、野田前総理大臣の議員グループに所属しています。ニュースキャスターなどを経て、平成１６年の参議院選挙で初当選し、民主党政権では、行政刷新担当大臣などを務めました。蓮舫氏が代表に就任すれば、民主党の時代も含め、女性としても、参議院議員としても初めてとなります。
民進党の代表選挙を巡っては、これまでに、岡田代表が立候補せず任期いっぱいで代表を退く考えを明らかにしている一方、長島・元防衛副大臣が立候補を目指す考えを示しています。
長島氏「何が何でも選挙に」
民進党の長島昭久元防衛副大臣は、記者団に対し、「非常にいい記者会見で意志が伝わってきた。憲法改正について、岡田代表の路線からの転換を打ち出し、私と考えは一致している。ただ、主体性を失った『野党共闘』を転換するとともに、党内の人事を刷新するのが私の主張だ。代表選挙の立候補に必要な推薦人を集めるのに苦労しているが、何が何でも選挙にしなければいけない」と述べました。
民進代表選 憲法改正への対応も争点に
ＮＨＫ8月6日 4時33分
来月行われる民進党の代表選挙に立候補を表明した蓮舫代表代行は、憲法改正の議論に積極的に臨む姿勢を示しました。代表選挙では、衆・参両院で、与党と憲法改正に前向きな勢力が合わせて３分の２を占めたことも踏まえ、憲法改正の問題にどう対応するかも争点の１つになる見通しです。
来月行われる民進党の代表選挙をめぐって、蓮舫代表代行は５日、立候補する意向を表明しました。そのうえで蓮舫氏は、憲法改正について「国会の憲法審査会に積極的に参加する。時代の変化に応じて、改正が必要なことが生まれたら、しっかり党内で議論して提言するのは当然の成り行きだ」と述べ、議論には積極的に臨む姿勢を示しました。
民進党は先の参議院選挙では、安倍総理大臣の下での憲法改正に反対する姿勢を明確に打ち出しましたが、５日の常任幹事会では「憲法問題の争点化に限界があった。世論の動向も踏まえながら、党としていかなる憲法論議を行うかが今後問われる」と総括しました。
このため代表選挙では、先の参議院選挙を受け、衆・参両院で、与党と憲法改正に前向きな勢力が合わせて３分の２を占めたことも踏まえ、憲法改正の問題に党としてどう対応するかも争点の１つになる見通しです。
産経新聞2016.8.6 06:59更新 
【民進党代表選】蓮舫代表代行の出馬会見詳報　「安倍政権との違いは女性が代表になること」「アベノミクスは行き詰まり」
　民進党の蓮舫代表代行は５日午後、党本部で記者会見し、岡田克也代表の任期満了に伴う代表選（９月１５日投開票）に立候補する意向を正式に表明した。主なやりとりは以下の通り。
◇
　私は９月に行われる民進党の代表選に立候補する。３月に新しい野党第１党の民進党が生まれて初めて行われる代表選だ。単なる１政党の代表を選ぶ選挙かもしれない。もしかしたら大変小さな一歩かもしれない。でも私はこの選挙を政権選択のスタートにする。その思いを持って代表選挙に向き合いたいと思う。
　もちろん向き合うべきは高い、高い山だ。巨大な壁だ。大きな与党だ。支持率の高い政府だ。向かうべき道は厳しいことも、その道が険しいことも分かっている。私の持っている覚悟は、がけとかスカイツリーレベルではなく、富士山から飛び降りるぐらいの覚悟だ。その覚悟を決めた。
　改めて、民進党は何を目指す政党なのか。民進党は何を行いたい政党なのか。民進党はどんな国を作る政党なのかを、しっかりと多くの皆様方に分かっていただける代表選にしていきたいと思っている。
　「野党は一体何のためにあるんだろう」と、今回ずいぶん随分考えた。政権が間違った方向とか、あるいは政権や与党が国民を幸せにしない政策とか、納得できない政治を作ったときに、それを牽制（けんせい）する役割はもちろんある。でも、私たちはさらにその一歩先に対案がある、提案がある、提言がある。
　でも、残念ながらこれが国民に届いていない。伝わっていない。私たちは批判ばっかりだと思われている。私は代表として、ここを変えたいと思う。私たちには提案がある、提言がある、対案がある。そして、その案を実現できる、立法できる、具現化できる人材がいる。ここに信頼を付け加えたいと思う。
　国民の皆様方に選んでいただける政党にしたいと改めて思う。例えば、大臣が政治とカネでお辞めになられたとき、「その不祥事はおかしいじゃないか」と国民の怒りの声を代弁する役割が、野党にはもちろんある。でも、その先に、何でこれが問題だったのか。政治とカネ。国民がなぜ怒っているのか。解決策はどこか。問題点はどこか。それをしっかりと提案できる政党にしたいと思う。
　例えば、国民の皆様方の年金原資の半分が株式に投資された。それが去年１年間で５兆円を超えてなくなったことが明らかになった。このこと自体も問題だが、政府はこの情報を選挙前に分かっていながら、選挙の後に公開した。情報公開のあり方は民主主義の根幹を揺るがした。怒りの声を持って批判することは野党にとって必要だ。
　でも私たちはその先に、ではどうしたら投資比率を５割から２５％に戻せるのか、どうやったら国民の皆さまの年金不安を払拭できるのかを提案できる政党になりたいと、改めて思っている。批判ではなく提案へ。批判から創造へ。私はこの政党を選んでいただける、信頼していただける民進党に変えたいと改めて覚悟を持って、今回の代表選に臨ませていただきたいことを決めた。
　－－出馬を決めた理由は
　「民進党が持っている政策とか、民進党が一緒に支えている仲間の人材が、残念ながら十分に国民に伝わりきれていない。私は自分の発信力を持って、ここを変えていきたいと思った。提案型の政党に、選択していただける民進党に変えることができると、私自身、判断した」
　－－岡田氏は野党共闘について、衆院選でもできるかぎり選挙協力と言っている。この路線を継承するか
　「まず『政策なくして路線なし』だ。言わずもがなだが、新しい代表が一番最初に向き合うのは衆院選だ。権選択選挙において、綱領や政策が違うところと一緒に政権を目指すことはありえない。これは明言する。ただ、去年の夏から今年の夏にかけて、日本の政治の風景はずいぶん変わった。例えば子育ての問題とか、あるいは安全保障とか、総理の憲法の扱い方に対して実に多くの人たちが声をあげて動いてくださった。これは新しい景色だと思っている。この声に対して全ての野党が向き合い、呼応して代弁した。この新しい動きは、私は大切にしたいと思っている」
　－－今後、衆参両院の憲法審査会が動いていく。憲についてはどんなスタンスで臨むか
　「立法府の一員として、審査会が動いたらそれは当然積極的に参加する」
　－－党内には「党として独自案をまとめるべきだ」との意見があるが
　「平成１７年に、当時の枝野（幸男）憲法（総合）調査会の会長が民進党の提言をまとめている。それ以降、調査会もやはり定期的に開かれてきているし、岡田代表のもとでも動かしてきた。考え方としては、例えばまるまる変えるのかと。首相がよく「憲法の対案を（示すべきだ）」と言われるけれども、私は憲法に対案はないと思っている。むしろ憲法９条は絶対に守る。これは私の信念でもある。ただ、今年３月、旧民主、旧維新の党で政策の基本合意を交わしたときに、憲法のいわゆる基本理念『平和主義』『主権在民』『基本的人権の尊重』は尊重した上で、ただ時代の変化に応じて必要があれば地方自治の条文の改正を目指すとはっきり明記している。必要な条文、必要なことが生まれたら、それは党内でしっかり議論して提言するのは当然の成り行きだと思っている」
　－－もし代表になれば女性初の党首となる。４０代で世代交代の象徴にもなる。これについてどう考えるか
　「女性であることと、かろうじて４０代と。それとさまざまなバックグラウンドもあるから、多くの世代の皆様方にご支援いただけると思っている」
　－－アベノミクスの「三本の矢」「新三本の矢」に対抗する、国民に分かりやすくインパクトのある具体的な経済政策の実現についてどう考えるか
　「先月戦った参院選で、私たちは『人への投資で経済再生』と、自分たちの経済政策を前面に出させていただいた。成長と分配の考え方は共通している。ただ、現政権は３年半続いても、この分配の成果が出ていない。大企業に財政出動を大胆にしたところで内部留保に代わって、設備投資や賃金には残念ながら回っていない。むしろ不安定雇用は増えている。私たちは、だったらそれを分配のあり方を大きく変えたい。育っている子供たちに。学んでいる学生たちに。不安定な働き方をしている人たちに。そして将来不安を抱えている人生の先輩方に。むしろこちらの分配のあり方のほうが消費にもつながるし、将来の安心にもつながると思っているので、それが結果として経済の成長につながる。この考え方は変わっていない」
　－－昨日、記者団に対し、岡田氏から「決断を支持する」と返事があったと話したが、岡田氏の後継者としての意識はあるか
　「いや、私が代表として目指すのは『蓮舫路線』だから、それ以外でも全くない。ちょっと昨日の話が誤解して伝わっていると思う。昨日の段階で私はまだ悩んでいた。昨日決断して今日の会見になっていて、代表とは電話でお話しした流れでは、代表からは「どのような決断をしようと支持する」という言い方だったので」
　－－安倍晋三政権との一番の違いは
　「いろいろ違うところしかないと思うが、女性が代表になるというところが一番違うのではないか。あとは経済政策もそうだが、分配のあり方も含めてかなり対立軸を持っていると思っている」
　－－稲田朋美防衛相、丸川珠代五輪相、小池百合子東京都知事らが出てきている。こうした動きについて思うことは
　「最高ですね。女性がもっともっと出てほしいと思う。今までなんで出てこなかったんだろうと思うぐらいだ」
　－－代表になれば野党第一党の党首として、衆院解散があれば首相候補となる。首相を目指す決意はお持ちか。参院議員のまま首相を目指すのか、衆院議員になるのか
　「『ガラスの天井』はいつでも壊したいと思っている。それとつい先月、私は参院選で東京の方に１１２万票いただいて選んでいただいたので、この立場が重いということはぜひご理解いただきたいと思う。そこから先は、もちろんいろんな覚悟を持って私は今回臨んでいる」
　－－これまでの民進党のどこに課題があり、今後どう変えていきたいか
　「政権交代をして下野したところは、ずいぶんと信頼を失墜した。本当に極寒の冬の時代が長く続いていた中で、例えば海江田（万里）さんとか岡田さんはものすごい努力をして、ようやく、ようやく、新しい第一野党のスタートラインまで持ってこられたんだと思う。ここからさらに、さらに、ステップアップする。そういう代表選だと思っているので、しっかり昔を知っているからこそ、新しさを作り上げていきたいと思っている」
　－－「蓮舫路線」は現執行部の路線を継承することとは違うのか。細野豪志元環境相らいろんな方々とお会いになったと思うが、狙いは
　「狙いは別にない。私がやるものは『蓮舫路線』だ。党内にはいろんな方たちがいる。今回いろんな人たちと、こんなに時間をかけて党の今後について話をすることができたのは、私にとって本当に貴重な時間だった。よく昔の政党の悪い部分は内向きな議論とか、あるいはどうしても相手を色眼鏡をかけて見るようなことがよくあったようにいわれたけれども、私は今回いろんな人と話して、そんなこと全然ないなと。特に小さくなったから、もっと本音で、もっと向き合って、お互いが譲れるもの、譲れないもの、しっかりこれを議論して、ただ出口は選んでいただける政党をつくるわけだから、そのための努力をぜひ私が先頭に立ってやらせていただきたいと思った」
─－次期衆院選についてうかがう。共産党が掲げる国民連合政府の構想をどう受け止めているか。野党共闘を呼びかけた場合、それに対してどう関係を築くか
　「さっきも答えた。総選挙において綱領や政策が違うところとは一緒に政権を目指さない。これは考えてもいない。ただ、参院選の総括にもあるけれども、野党連携のあり方についてはこれまでの基本的枠組みは維持しつつ、ただ検討を必要とすると明言しているので、この一言に尽きると思っている」
　－－「批判ではなく提案」と言ったが、野党にとっては言うは易く実践は難しい。それを実践して成功した人は誰か思い当たるか。また、提案へシフトするにあたり、具体的にどんなイメージを抱いているのか
　「この夏の参院選の私の実感が全ての原点にある。どうしても選挙の演説となると、やはり選んでもらいたいという部分では、野党の戦い方としては現政権の問題点を列挙して、それに対して批判して、それで皆様方と怒りを共有して、そして支持を広げていくというやり方が伝統的だと思う。私は今回そうではなくて、その先に『われわれはこういう正し方を持っている。どちらが皆様方に選んでいただけるか。私たちは選んでいただける政治家でありたいし政党でありたい』という、このことに関して、町で皆様方の反応はとてもよかったと実感している」
　「これまで私も国会の中での質問、当初国会議員になったばかり（の頃）は、やはり批判とかはある意味、楽なんですよね。けれども、問題の指摘だけでは何の解決にもつながらない。国民の代表であるという、たとえ野党であろうと、問題があるんだったら解決することをしっかり提案していくことは、これは私は問題は全くないと思っている。あと、別に特段どなたかを意識しているものではなくて、つくっていきたいと思っている」
　－－参院選では共産党を含めた野党４党で連携し共通の政策を作って戦った。次期衆院選では共産党を含めた野党や市民団体と共通の政策を作る考えはあるか。あるとしたら、どんな中身にしていくか
　「基本的には、野党連携は『政策なくして連携なし』だと思う。参院選においては大きな方向性で安保法（安全保障関連法）とか憲法のあり方について考えを同じくした野党の皆さん、あるいは動いていただいた国民の皆様方と大きなうねりを一つつくれたと思う。ただ、これが衆院選の場合は政権選択になるので、綱領や政策が大きく違うところとは当然一緒に政権は目指すことができない。ただ、だからといって国民の皆様方の声に背を向けるのも、これも（できない）。私たちは国民とともに進む政党だから。そのあり方を含めて参院選の結果を検証したいと思う。その上で地域政党も勘案しながら、どういうやり方ができるのか。これは検討する」
　－－代表選後、秋の臨時国会がある。どんな姿勢で安倍政権と対峙（たいじ）していくか
　「私の専門性の高い分野でいったら行財政改革。行政改革、財政改革は今の政権で本当に何か付け足しのようになってきたし、最も忘れられている。そのことに対して国民も、残念ながら慣らされてしまっているような気がする。秋にまた大型補正を組まれる。これまで、例えば熊本地震対策の補正予算を除いて４回補正予算、２５兆円を組んだ。その効果が出ていないからこそのまたの経済なのだが、それはアベノミクスの行き詰まりではないかというのが私たちの判断の材料の一つだ。だからお金の使い方、この補正予算の中身は、しっかりと向き合うべき、国民の皆様方にご関心を持っていただくべき議論はできると自負している。もちろん憲法も、あるいはＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）も。さまざまな課題が山積しているので、全てにおいていい議論ができると思っている」
　－－代表選以外で一問だけ、よろしいか
　「面白い質問？」
　－－真面目な質問
　「はい、どうぞ」
　－－天皇陛下が生前退位に関するお気持ちの表明を８日に。これに対する考えをきかせていただきたい
　「８日にお言葉があるということは承知しているが、実際にどのようなお気持ちをお話になられるのかは、まず聞かせてください。それを聞かせていただいてからが全てだと思う。ただ、事前にさまざま報道されていて、首相官邸あるいは首相からもさまざまな動きがあるというのは承知している。現実問題、立法府にいる立場として、例えば皇室典範であるとか、天皇のお気持ちに沿う形のものがないものに対しては、どうあるべきなのか。これは私たちも一政党として、お言葉を聞いた上ですぐ考えていかなければいけないと思っている」
「女性代表」で刷新狙う＝共闘路線は踏襲か－蓮舫氏
　９月の民進党代表選に、最有力候補と目される蓮舫代表代行が名乗りを上げた。蓮舫氏が選ばれれば民主党時代も通じて初の女性代表となる。党のイメージアップとなり、次期衆院選に向けインパクトも大きいとの期待が党内に強い。一方で同氏は、岡田克也代表が敷いた野党共闘路線に関しては踏襲する姿勢をにじませた。低迷から抜け出せない党をどう改革するのかは、曖昧さが残った。
　「私たちは批判ばかりと思われている。私は代表として、ここを変えたい」。５日の出馬会見で蓮舫氏はこう強調し、安倍晋三首相らから「政権批判ばかり」とやゆされてきた体質からの脱却を訴えた。憲法に関しても、「（衆参の）憲法審査会が動けば、積極的に参加する」と述べ、論議から逃げない意向を示し、「蓮舫路線」を進むと力を込めた。
　現執行部メンバーに推されている蓮舫氏は、岡田氏を支えたリベラル系勢力に加えて、保守系の細野豪志元環境相のグループにも支持を広げようとしており、発言からは代表選をにらんだ配慮がのぞく。
　衆院選への展望が描けていない党内では、先の参院選東京選挙区で１１０万票以上の得票で圧勝した蓮舫氏への待望論が強い。執行部の一人は「『代表選に出ることに意味がある』という考え方はやめた方がいい」として、無投票決着に期待を示した。
　ただ、肝心の野党共闘の是非については、蓮舫氏と岡田氏の路線の違いは明確にならなかった。蓮舫氏は、共産党を念頭に「政権選択の衆院選で綱領や政策が違う党とは一緒に政権を目指さない」と繰り返したが、野党共闘の基本的な枠組みは維持すると説明。憲法に関して９条改正反対を明言したのも、岡田氏の主張と重なった。
　これに対し、保守系の前原誠司元外相や長島昭久元防衛副大臣は共闘見直しを掲げて出馬を目指す。若手に擁立論のある玉木雄一郎国対副委員長も、共産党との共闘に批判的な立場だ。
　玉木氏は５日、蓮舫氏の発言について記者団に「幅広い支援を得ようとする言い方をしていた」と指摘。自身の出馬を模索する考えを示した。リベラル系からも、国会での憲法論議に参加するとした点について「違和感がある」（中堅）との声が上がった。
　代表選をめぐっては、現執行部が蓮舫氏支援の中心となっている構図への反発も強い。党内最大勢力の旧維新の党グループなどは態度を決めておらず、情勢は流動的だ。（時事通信2016/08/05-21:44）
党員・サポーターは２４万人＝民進
　民進党は５日、党員・サポーター数について、６月現在で約２４万２９００人と発表した。旧民主党当時の昨年６月に比べ約１万人増加した。９月の代表選では、国会議員と国政選候補内定者、地方議員のほか、日本国籍を持つ一般党員・サポーターが有権者となる。
　このうち、国会議員と地方議員を除く一般党員が２万６５０９人、サポーターが２１万４６４３人。民進党は国籍の確認作業を行った上で、８月２６日までに代表選有権者を確定させる。　（時事通信2016/08/05-20:32）
民進、「参院選敗北」と総括＝共闘路線の枠組み維持
　民進党は５日、先の参院選について「改憲勢力３分の２阻止と与党の改選議席過半数割れを達成できず敗北した」と総括した文書を常任幹事会で決定した。次期衆院選に向けた課題としては、現職が議席を失った「大阪の苦境の克服」や、支持の少なかった「若年層への働き掛け」などを列挙した。
　一方、共産党など他の野党と共闘を進めた結果、全国３２の１人区のうち１１で与党候補を破ったことなどから、「党勢回復に向けた足掛かりと自信を得ることができた」とも明記。次期衆院選での野党共闘に関しては、「基本的枠組みは維持しつつ、さらに検討する」と述べるにとどめた。　
　また、憲法問題に関しては、「憲法改正に対する世論の動向も踏まえ、党としていかなる憲法論議を行うかが今後は問われる」と振り返り、憲法に対する党のスタンスを明確にするよう提唱した。（時事通信2016/08/05-14:18）
産経新聞2016.8.6 13:00更新 
【産経抄】なぜ自民党総裁任期延長論に異を唱えながら共産党の長期体制は黙認するのか？
　次を狙う人たちは、内心穏やかではいられないようだ。自民党の二階俊博幹事長が、安倍晋三首相の自民党総裁任期延長論に言及したことに、党内から反発や警戒の声が上がっている。いわく「やるべきことの優先順位を間違えてはいけない」「随分気の早い話ではないか」。
　▼自民党の党則は、総裁任期を連続２期６年までと定めている。安倍首相本人は「延長については全く考えていない」と述べたが、過去には衆参同日選で圧勝した中曽根康弘首相の任期を１年延長した例がある。国政選挙で４連勝という安倍首相の実績を、自民党議員自身がどう考えるかの問題だろう。
　▼当事者らが気にするのは分かるが、報道機関も早速反応した。５日の新聞各紙をみると、毎日新聞と共同通信が世論調査で総裁任期延長の是非を問うていた。現在、与党第一党である自民党の総裁はふつう首相を意味するとはいえ、一政党内のルールの是非まで世論に求めるのはちょっと安易か。
　▼仮に総裁任期が連続３期までに変更されても、総裁選で他候補が勝てば総裁は交代する。３期９年務める首相が現れたとしても、国際社会では珍しくない。ドイツのメルケル首相はすでに在任１０年を数え、ロシアのプーチン大統領は延べ１２年以上もその地位にある。
　▼いや、世界に目を向けるまでもない。共産党の志位和夫委員長は平成１２年１１月の就任以来、１６年近く長期政権を維持している。その間、複数候補が名乗りを上げての「委員長選」が行われたことはない。上意下達は徹底しており、多選禁止を求める意見や独裁への懸念は党内から漏れてこない。
菅長官、沖縄振興予算の減額否定せず＝鶴保氏は翁長知事と会談へ


記者会見する菅義偉官房長官＝５日午前、首相官邸
　菅義偉官房長官と鶴保庸介沖縄担当相ら沖縄関係閣僚が５日午前、内閣改造後初めて首相官邸で会議を開き、沖縄県の基地負担軽減と経済振興に連携して取り組むことを確認した。この後、菅長官は記者会見で「基地と振興の問題に政府として総合的に取り組んでいく。そういう意味ではリンクしている」との考えを改めて示し、振興予算を減額する可能性を否定しなかった。
　菅長官は４日の会見でも基地問題と振興策の「リンク」に言及し、この二つは「リンクしない」としてきた従来の政府説明から軌道修正していた。米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対する県側をけん制する狙いがあるとみられる。
　一方、鶴保氏は会見で「私から出向いて翁長雄志知事と話をする機会をつくりたい」と表明。振興予算に関しては「お金は限られた資源だ」と指摘した。（時事通信2016/08/05-12:22）
露骨な「兵糧攻め」　政権、島尻氏落選で方針転換　沖縄県は冷静さ保つ

琉球新報2016年8月5日 05:02 
　菅義偉官房長官らによる米軍基地と振興政策の「リンク」容認発言で４日、沖縄県内に激震が走った。官邸による初めてのリンク論明言について政府関係者は、島尻安伊子前沖縄担当相が参院選で落選した事に起因すると指摘した上で、淡々とこう語った。「沖縄に関して失うものはない。（もう後戻りできない）ルビコン川を渡ったのだから」
　リンク論容認への転換の背景について、官邸関係者は「基地とリンクするとか、しないということが厳密には問題ではない。予算を減らすことが目的だ」と解説する。
　関係者は、昨年の２０１６年度予算編成まで官邸を中心に予算を削減する方向で調整していたが、島尻氏の沖縄担当相就任によって「事情が変わった」と打ち明ける。１６年度予算は、１４年末に就任した翁長雄志知事が初めて編成に関わった予算。官邸は当初から沖縄振興での知事への「兵糧攻め」を考えていた。
　別の官邸関係者はリンク論について「パンドラの箱だった」と語る。菅氏は参院選直後、従来からの方針通りに振興を進めることについて否定的な考えを内閣府沖縄担当部局の幹部に伝え、ついには４日の記者会見で質問に答える形で自ら基地と振興のリンクを持ち出した。
　ただ、「リンク論」の理屈付けは準備が整っていなかった。菅氏の発言前、ある関係者はリンク論の容認について「国会答弁の形になるのか、時期は分からないが政府方針を改めて（リンク論を）出すことになる」と語り、リンク論の容認はまだ先になると見通しを語っていた。そのため、従来から政策を転換する理屈は整わず、菅氏が記者会見で急きょ持ち出したのが「跡地利用」との関連性だったと事情を明かす。
　一方、こうした国の強硬姿勢にも県は冷静さを保っている。県幹部は「原発を受け入れる自治体への電源交付金はまさに振興策とリンクしている。だが、沖縄振興特別措置法はそういう事情でできたものではない」と沖振法の性格を指摘する。その上で「一つ一つに批判して声を上げるよりも、しっかり法の趣旨に基づいて必要額を訴えることが大事だ。政府も冷静になって考えて正常化を考えた方がいい」と語った。
　翁長知事は１０日、次年度予算と税制改正の要請で上京し、政府と折衝する考えだ。県と政権幹部が直接顔を合わせる予算折衝で両者の発言が注目される。
（池田哲平、島袋良太）
法の理念と乖離　安倍政権の沖縄予算減額方針

琉球新報2016年8月5日 05:03 
　菅義偉官房長官が沖縄の米軍基地と沖縄振興政策の「リンク論」を認め、従来の政府方針を撤回したのは、沖縄関連予算の大幅な減額や、沖縄関連の税制優遇制度延長を厳格に判断することを見通しているからだ。基地と振興を切り離すとしてきた従来の政府方針を撤回し、完全に沖縄を組み敷く姿勢を明確に打ち出した。県に対する再提訴に加え、東村高江周辺のヘリパッド新設強行、名護市辺野古陸上部の工事再開と三正面攻勢の姿勢を見せる政府だが、さらに基地と振興のリンク論で追い打ちをかける格好だ。
　関係者によると、前沖縄担当相の島尻安伊子氏が落選したことで、政府・与党内に「これ以上沖縄を優遇する必要はない」との意見が強まり始めている。本年度の予算は３３５０億円だが、政府内には「３００億円の上積みはいらない」（自民党関係者）との声があり、那覇空港滑走路増設の工事費を含めて３千億円台をわずかに超えればよいとの見方もある。振興策を切り詰めることで、県内での翁長雄志知事の求心力を弱める狙いがある。
　８月末に次年度の概算要求を控え、５日には米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設問題を巡り、国が提起した不作為の違法確認訴訟の第１回口頭弁論が開かれる。それを前にリンク論を認めて、知事に“脅し”をかけることで、県との折衝で優位に立ちたい思惑も透けて見える。
　一方で菅氏は、沖縄振興計画に明記された沖縄の「社会的事情」に跡地利用や基地負担軽減も含まれているとして、リンク論の理屈付けを図った。だが、振興計画の根拠法となる沖縄振興特別措置法は法律の目的として、沖縄の特殊な事情に鑑みるとともに「沖縄の自主性」を尊重することも理念化されている。
　鶴保庸介沖縄担当相は４日の会見で、基地に対する翁長知事の姿勢が振興策に影響を与えるかを問われ「基地の問題に対する態度をリンクさせようとする情勢を私はつくりたくない」と否定した。だが、菅氏らが振興を盾に米軍基地に反対する翁長知事の姿勢に揺さぶりをかけていることは事実であり、その姿は沖縄振興特別措置法の理念とは大きく懸け離れたものだと言わざるを得ない。（池田哲平）
基地と沖縄振興、リンク容認　菅氏見解　辺野古新基地遅延なら予算減

沖縄タイムス2016年8月5日 07:27

　【東京】菅義偉官房長官は４日の記者会見で、米軍普天間飛行場の返還に伴う名護市辺野古の新基地建設の進展が図られない場合、内閣府の沖縄関係予算を減額する考えを示した。政府と県がこれまで否定してきた沖縄振興と基地問題の「リンク論」を公式に容認する内容に、県側から大きな反発が出ている。

　同日に就任会見を開いた鶴保庸介沖縄担当相も「確実にリンクしている」と明言。新基地建設に反対する翁長雄志知事を予算面でけん制する狙いがある。

　政府が影響を想定しているのは、普天間飛行場などの移設作業の遅れによる跡地利用に関する振興策だ。

　菅氏は「工事が進まなければ予算が少なくなるのは当然でないか。米軍との間では嘉手納以南の土地の約７割が返還されることが決まっている。（普天間飛行場や嘉手納以南の）跡地利用が遅れると、予算が少なくなっていくのは現実問題としてそうでないか」と述べた。

　政府による沖縄振興の目的に関し「沖縄の発展のために基地負担軽減をはじめとする基地問題への対応と沖縄振興策の推進は総合的に取り組むべき重要な政策課題だと位置付けている。両方の課題を全体的に総合的に推進していく意味ではリンクしているのではないかと思う」と明言した。

　その上で、安倍晋三首相と仲井真弘多前知事で合意した２０２１年度まで毎年３千億円台の沖縄関係予算の確保は「ここはしっかり約束通り守っていきたい」と強調した。

　鶴保氏は「基地がどこへ移動するかなど、いろいろな議論があるなかで振興策の中身が変わっていくのは十分当たり前のことだと思っている。そういう大きな意味では振興策と基地問題は確実にリンクしていると思う」と述べた。

　沖縄の基地負担軽減と振興策を協議するために設置され、ことし１月にあった「政府・沖縄県協議会」の初会合では、振興策を基地問題とリンクさせずに進めることが双方で確認されていた。

沖縄振興と基地問題、官房長官「リンクしている」関係閣僚会議 
日経新聞2016/8/5 20:05
　政府は５日、内閣改造を受けて沖縄関係閣僚会議を開き、沖縄の米軍基地負担軽減と振興に取り組む方針を再確認した。菅義偉官房長官は記者会見で、基地問題と振興について「総合的に推進していくのでリンクしている」と強調。普天間基地（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る県との対立が長期化した場合、振興予算を減額する考えを改めて示唆した。
　沖縄県の翁長雄志知事は５日、菅氏らが減額の可能性を示唆していることに関して「来週上京し、発言の意味合いを確認したい」と述べた。県庁で記者団に語った。
　鶴保庸介沖縄・北方相も同日の記者会見で振興予算減額の可能性に改めて言及した。「『これどうなの』ということについてはしっかり意見を言う。お金は限られた資源だ」と指摘した。
　沖縄振興予算は2016年度当初予算で3350億円を計上している。
「法治国家というより『放置国家』」　沖縄の過重負担で翁長知事　

沖縄タイムス2016年8月6日 11:00

　沖縄県の翁長雄志知事は５日、「辺野古違法確認訴訟」の第１回口頭弁論終了後、県庁で会見し、約１カ月後の９月１６日に判決となったことについて「短期間での結審となったことは大変残念だ」との考えを示した。知事は口頭弁論の意見陳述で「充実した審理」を求めていた。



拡大する
第１回口頭弁論を終え、記者の質問に答える翁長雄志知事（左）＝５日午後５時５５分、県庁

　県側が翁長知事を含めた８人の証人尋問を申請したが、知事以外の証人が認められなかったことも「残念だ」とした。

　国が違法確認訴訟に加え、名護市辺野古の新基地建設に向けた陸上での工事や東村高江でのヘリパッド建設を進めようとしていることは「理不尽なやり方に大変憤りを感じる。（政府が）県民に寄り添うと言っても、実際には信頼関係を損なう行動ばかりだ」と批判した。

　口頭弁論で国側が法治国家を強調したことには「沖縄に過重な基地負担をさせ、国家権力が一地域を相手に大人げない対応をすることが多い。法治というより『放置国家』だと考えている」と反論した。

「ここまで政府に虐げられる地域が他にあるのか」 沖縄知事、言葉の端々に怒り

沖縄タイムス2016年8月6日 10:43

　辺野古違法確認訴訟の第１回口頭弁論で証言台に立った沖縄県の翁長雄志知事の表情は、昨年１２月の代執行訴訟で意見陳述した時と明らかに違っていた。向かい合う３人の裁判官、対峙（たいじ）する２０人以上の国側の弁護団を前に緊張した様子はない。淡々と話す言葉の端々から怒りをにじませ、眼鏡の奥から険しいまなざしを向けた。



裁判を前に開かれた集会で、決意を語る翁長雄志知事＝５日午後１時４０分、那覇市楚辺・城岳公園

　「極めて不誠実な対応と言わざるを得ない」－。意見陳述冒頭、国土交通相が口頭弁論の終結と速やかな判決を求める上申書を提出していたことに対し、手元の原稿にない言葉で切り出し、正面にいる多見谷寿郎裁判長の顔を見つめた。

　陳述時間は約１０分間。用意していたペットボトルの封も切らず、「自国の政府に、ここまで一方的に虐げられる地域が沖縄県以外にあるのか」「４７都道府県の一つにすぎない沖縄県を、政府が総力を挙げてねじ伏せようとしている」との言葉が並ぶ原稿を一気に読み上げた。

　うるま市で起きた元海兵隊員による暴行殺人事件にも言及し、「これ以上、県民に犠牲を強いることは許されない」と断言。解消されぬ不条理に「全てが国の意向で決められるようになれば、地方自治は死に、日本の未来に拭いがたい禍根を残す」と警告した。

　最後には「法の番人」である裁判所に公平な判断を求め、「地方自治の根幹、ひいては民主主義の根幹が問われている裁判だ」と訴えた。

「国は大人げない」　翁長知事、理不尽さに憤り　辺野古違法確認訴訟

琉球新報2016年8月6日 11:09 
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会見に応じる翁長雄志知事＝５日午後５時５０分、県庁
　違法確認訴訟第１回口頭弁論終了後、翁長雄志知事は記者団に対し、「裁判冒頭で国は『日本は法治国家だ』と言ったが、沖縄のみに過重な基地負担をさせたり、一地域を相手にやるべきではない大人げないことをしたりしていて、私からすると『放置国家』ではないかと思っている」と述べた。
　次回期日で結審し、９月１６日に判決が出ることについては「本人尋問は認められたが、他の証人尋問は認められなかった。短期間での結審となったことは大変残念だ」と遺憾の意を示した。
　「辺野古陸上工事の再開打診や米軍北部訓練場の工事強行、提訴などが相次いでいる。国の攻勢が強まっている感がするが、どう考えるか」との記者の問いに、翁長知事は「攻勢を受けているとは私自身の心の持ち方としてはない。むしろ国の方が当初予想していたものと違っているのではないか」と答えた。その上で「ただ、国の理不尽なやり方については大変憤りを感じている。『県民に寄り添う』『誠実に対応したい』と言う中での動きが全部、信頼関係を損ねるもので、残念な思いをしている」と言及した。
「地方自治死ぬ」＝知事陳述、裁判所前で市民応援－辺野古違法確認訴訟・那覇


沖縄県名護市辺野古の埋め立て承認取り消しをめぐる不作為の違法確認訴訟の第１回口頭弁論に臨むため、法廷に向かう沖縄県の翁長雄志知事（中央）＝５日午後、那覇市の福岡高裁那覇支部
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設をめぐる違法確認訴訟で、代執行訴訟に続き再び法廷で国と対峙（たいじ）した翁長雄志知事。３人の裁判官を順に見据え、約１０分間、時折語気を強めながら「全てが国の意向で決められるようになれば、地方自治は死ぬ」などと訴え、意見陳述した。
　開廷１５分前の午後１時４５分、翁長知事は口を真一文字に結び、弁護士らとともに入廷。既に着席していた法務省の定塚誠訟務局長ら国側代理人と傍聴席に向かってそれぞれ一礼し、書類に目を落とした。
　翁長知事は、地方自治法では国と地方公共団体が対等な立場であることを強調。「県民の民意を無視し、４７都道府県の一つにすぎない沖縄県を政府が総力を挙げてねじ伏せようとしている」「地方公共団体の自主性や自立性に配慮しなければならない」と訴えた。
　閉廷後、知事は記者団に「わたしの尋問が認められたことは評価するが、短期間で結審となることは大変残念。地方自治の本旨に鑑み、公平な判断を期待する」と語った。


沖縄県名護市辺野古の埋め立て承認取り消しをめぐる不作為の違法確認訴訟の第１回口頭弁論に先立ち、市民らによる集会に出席し、あいさつする沖縄県の翁長雄志知事（手前）＝５日午後、那覇市
　弁論に先立ち、高裁那覇支部の前には市民ら約１５００人（主催者発表）が集まり、「民意を伝えて」と翁長知事を激励した。知事が「相手は大きな権力だが、私たちには地方自治を守るという正義がある。この闘いは負けるわけにはいかない」と決意表明すると、拍手が湧き起こった。（時事通信2016/08/05-19:18）
地方自治軽視＝翁長知事、辺野古取り消し「適法」－判決９月１６日・違法確認訴訟
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、翁長雄志知事が埋め立て承認取り消しの是正指示に従わないのは違法だとして、国が翁長知事を相手取った違法確認訴訟の第１回口頭弁論が５日、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で開かれた。翁長知事が法廷で意見陳述し、承認取り消しの適法性と地方自治を軽視した違法な国の関与を訴え、国の請求を退けるよう求めた。国は早期の結審と判決を求めた。



沖縄県名護市辺野古の埋め立て承認取り消しをめぐる不作為の違法確認訴訟の第１回口頭弁論が開かれた福岡高裁那覇支部。右に県側、左に国側が着席した＝５日午後２時ごろ、福岡高裁那覇支部（代表撮影）
　多見谷裁判長は次回期日の１９日で結審させ、判決言い渡しを９月１６日午後２時に指定した。
　裁判では、翁長知事の埋め立て承認取り消しが法令違反に当たるかどうかが最大の争点となっている。（時事通信2016/08/06-00:03）
国・沖縄、辺野古で再び法廷対立　９月16日に高裁判決 
日経新聞2016/8/5 21:51
　沖縄県の米軍普天間基地（宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡り、埋め立て承認取り消しに対する是正指示に翁長雄志知事が従わないのは違法だとして、国が起こした違法確認訴訟の第１回口頭弁論が５日、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で開かれた。同支部は19日の次回期日で翁長知事の尋問を実施し結審、９月16日に判決を言い渡すことを決めた。
　３月の和解で国と県は双方が起こした３つの裁判の訴えを取り下げたが、再び法廷闘争が始まった。敗訴した側が上告した場合、早ければ来春にも最高裁の判断が示される可能性がある。
　国は訴状で「普天間基地の危険を取り除き、日米の信頼関係を維持するには埋め立てが不可欠」とし、知事の承認取り消しは承認の要件を定めた公有水面埋立法に違反していると主張。意見陳述では「これまでの訴訟で主張は尽くされており、法の支配を速やかに実現してほしい」と求めた。
　一方、翁長知事は冒頭の意見陳述で「埋め立ては沖縄の過重な基地の負担を固定化し、環境汚染によって観光産業が回復不能な打撃を受ける」と強調した。７月の参院選で現職の沖縄・北方相の自民党候補が地元・沖縄で敗れたことにも触れ、「沖縄県の民意を無視している」と国の対応を非難した。
　那覇支部は、県が求めた計９人の尋問のうち翁長知事への当事者尋問を認めた。国は即日結審を求めたが、那覇支部は尋問を行うために19日に第２回の期日を指定した。
　和解条項に基づくプロセスでは、総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」が是正指示の適否を審査し、県が審査結果に不服がある場合などは県が国に対して新たな訴訟を起こす想定だった。だが係争処理委が判断を回避して協議による解決を促したため、県は提訴を見送り、逆に国が新たな訴訟を７月22日に起こした。
　違法確認訴訟は行政訴訟の一つ。国の是正指示に自治体が応じない場合、国は地方自治法に基づいて自治体の不作為の違法性を確認する訴訟を起こすことができる。訴訟は地裁ではなく高裁が担当し、第１回口頭弁論は提訴から15日以内に開かれる規定になっている。
辺野古移設推進へ圧力＝沖縄、協議求め徹底抗戦－政府
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり対立する政府と沖縄県は５日、再び法廷闘争に突入した。政府側は速やかな司法決着を目指す一方、移設が進展しなければ地域振興予算を削減する「リンク論」で圧力をかけ始めた。これに対し、県側は協議を優先するよう求め、徹底抗戦の構えだ。
　「訴訟を行っていく中で、結論が出たらそれに従うことになっている」。菅義偉官房長官は５日の記者会見で、先の訴訟で３月に成立した和解内容についてこう指摘。政府が勝訴した場合、沖縄県は辺野古移設に抵抗できないとの認識を示した。
　第１回口頭弁論で、高裁支部は判決期日を９月１６日に指定した。政権幹部の一人は「迅速に進むことは大変ありがたい」と歓迎。ただ、政府と県のどちらが敗訴しても、最高裁まで争うのは確実で、判決が確定するのは年末以降になりそうだ。
　これに関し、移設計画に携わる政府関係者は、「県の主張は無理筋だ。国が負けるわけがない」と勝訴に自信を示す。司法判断を「錦の御旗」に、来春にも辺野古沖の埋め立て工事を再開するスケジュールを描く。
　菅長官は５日の会見で、辺野古移設と沖縄の地域振興策の関係について「総合的に推進していく意味ではリンクしている」と述べた。沖縄の譲歩を引き出す「アメとムチ」との批判を恐れて封印してきた「リンク論」を持ち出した発言には、手段を選ばず移設を進めようとする強硬姿勢がちらつく。政府高官は「これまでは建前が多すぎた。もう本音で言った方がいい」と断言した。
　これに対し、翁長雄志知事は口頭弁論で「問題解決には真摯（しんし）に協議を行うことこそが重要だ」と主張。閉廷後、記者団に「辺野古に新基地を造らせないという県民の思いと共に、不退転の決意で取り組む」と宣言した。菅長官の発言には別の県幹部も「基地と振興策をリンクさせて予算を減らすとなったら大変な話だ」と憤った。
　７月の参院選沖縄選挙区では、翁長氏が支援した新人候補が現職閣僚の自民党候補に圧勝。県側は「直近の民意」を得たと自信を深めており、移設阻止へ一歩も引かない構えだ。（時事通信2016/08/05-19:52）
しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

民主主義の根幹問われる　辺野古訴訟　知事が公平な判断要求　来月１６日判決
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（写真）口頭弁論終了後、会見する翁長雄志知事と県側弁護団＝５日、沖縄県庁


　沖縄県の翁長雄志知事による名護市辺野古の埋め立て承認の取り消しは違法だとして、国が提起した不作為の違法確認訴訟の第１回口頭弁論が５日、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で開かれました。多見谷裁判長は１９日結審、９月１６日判決との日程を決めました。

　また、翁長知事の本人尋問は認めましたが、稲嶺進名護市長らの証人申請を却下しました。知事は終了後、「短期間での結審は大変残念」とコメント。あわせて、「辺野古に基地を造らせないという県民の思いとともに不退転の決意で取り組む」と決意を示しました。

　判決の期日が示されたことで、辺野古新基地をめぐる国と県の法廷闘争は初めて最高裁に持ち込まれる見通しです。

　知事は冒頭の意見陳述で、総務省の国地方係争処理委員会が国・県双方に「真摯（しんし）に協議」して結論を出すよう求めたにもかかわらず、直ちに提訴した国の態度は「係争委の判断を無視するものだ」と批判。また、辺野古埋め立て承認の取り消しは「公有水面埋立法で県知事に与えられた権限を正しく行使し、適法に取り消した。是正の指示を受けるいわれはない」と訴えました。

　さらに、「国の違法な関与で、すべてが国の意向で決められるなら地方自治は死に、日本の未来に禍根を残す」と指摘。「この裁判は地方自治の根幹、民主主義の根幹が問われている裁判だ」として、裁判所に公平な判断を求めました。

　一方、国側は辺野古代執行訴訟で基本的な論点は出尽くしているとして、ただちに結審するよう求めました。これに対して知事は、「今回は国土交通相の是正指示に従わないことの違法性が問われており、代執行訴訟とは審理の対象も異なる」として、徹底審理を求めました。

しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

国のやりかた　理不尽　辺野古新基地違法確認訴訟　沖縄・翁長知事が会見

　沖縄県の翁長雄志知事は５日、辺野古新基地をめぐる違法確認訴訟の第１回口頭弁論終了後、県庁内で記者会見を行いました。

　この中で知事は、国側が求めていた「即日結審」にはならなかったものの、福岡高裁那覇支部が次回結審、９月１６日判決と決めたことについて「充実した審議を求めていたが、次回即結審になって残念」だと指摘しました。

　県側代理人の竹下勇弁護士は「国側代理人は、“わが国は法治国家”だと述べていたが、そこまで言うのなら、（国と地方が対等だという）地方自治法をよく理解して、（協議による解決を求めた）国地方係争処理委員会の判断をもっと尊重すべきだ」と述べ、協議を後回しにして一方的に提訴を繰り返し、拙速な判断を要求する国の姿勢を厳しく批判しました。竹下氏は、高裁で敗訴した場合、「当然、上告する」と明言。最高裁で争う考えを示しました。

　辺野古新基地をめぐる訴訟に加え、高江のヘリパッド建設強行やキャンプ・シュワブの陸上部工事など、安倍政権が沖縄への攻勢を強めていることについて、知事は「攻勢を受けているという実感はない。むしろ、辺野古新基地が今日まで進まず、国の方に葛藤があるはずだ」と指摘。「国の理不尽なやりかたは憤りを感じる。国家権力が一地域にやるような態度ではない。おとなげないものだ。とても法治国家とはいえない｣と述べました｡

しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

沖縄・高江の森壊させない　ヘリパッド止めよう　現地緊急抗議集会１千人超
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（写真）オスプレイパッドは造らせないと集まった参加者に報告する赤嶺衆院議員＝５日、沖縄県東村高江のＮ１裏


　政府・沖縄防衛局が沖縄県東村高江の米軍ヘリパッド（着陸帯）建設強行に向け、６日にも住民らによる抗議座り込みの続く通称「Ｎ１裏」テントの撤去を狙う中、現地緊急抗議集会が５日、開かれました。「ヘリパッドいらない住民の会」と「ヘリパッド建設反対現地行動連絡会」、「基地の県内移設に反対する県民会議」が主催し、県内外から駆けつけた１０００人を超える人たちが「９年、守り続けた高江の命の森を壊させない」と心を一つにしました。

　Ｎ１裏へと至る農道の片側を数キロにわたって縦列駐車した車両が連なり、テントから約２キロ離れた県営新川ダムの駐車場は満車になったとの主催者報告に、テント前を埋め尽くした熱気あふれる歓声が広がりました。

　沖縄県統一連の中村司代表幹事は「Ｎ１裏の座り込み開始以来、ほぼ一人でテントを守ってきたのが、まさかこんなに多くの人が集う日が来るとは。安倍内閣のやり方に全国の怒りが満腔（まんこう）に達している。この怒りをさらに全国に広げてヘリパッドを止め、辺野古新基地を止め、沖縄から基地をなくしていこう」と呼びかけました。

　住民の会の儀保昇さんは「９年間、止めてきたＮ１の基地建設がこじ開けられ、本当にくやしく悲しいが、まだ造られていない。造られなければ、また森に戻ります。絶対に、やんばるの山を壊させない」と訴えました。

　日本共産党の赤嶺政賢衆院議員や糸数慶子参院議員（無所属）、福島瑞穂参院議員（社民党）が参加。赤嶺氏は、アメリカが絶対的な権力を握っていた時代に、住民が実弾射撃訓練を止めてほしいと約束させたことによって、やんばるの自然が守られてきたという地元村議の説明を紹介し、「私たちの先輩たちが命がけで勇気を奮い、守ってきたこの森に新たな基地建設は絶対に許さない」と訴えました。

しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

沖縄・高江　悪質な違法伐採　森林管理署も「防衛局に抗議」　超党派国会議員が聞き取り

　沖縄県東村高江の米軍北部訓練場ヘリパッド（着陸帯）建設に関し、防衛省沖縄防衛局が事前協議をせずに立ち木を伐採していた問題で、超党派でつくる野党国会議員有志の沖縄調査団は５日、沖縄県庁で林野庁沖縄森林管理署から聞き取りを行いました。

　近藤昭一（民進党）、阿部知子（民進党）、赤嶺政賢（日本共産党）、玉城デニー（生活の党）、照屋寛徳（社民党）各衆院議員、糸数慶子（無所属）、伊波洋一（無所属）両参院議員が参加しました。

　森林管理署の清水俊二署長は、３日に防衛局から事前協議なしで立ち木を伐採したとの報告を受け、現場を確認。約６０本の立ち木が国有林野の使用承認書で対象としていた事前協議なく伐採されていたとし、防衛局に厳重に抗議し、顛末（てんまつ）書の提出を求め、新たな伐採を中止するよう指示したと説明しました。
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（写真）森林管理署の清水署長（右端）から聞き取りをする（左から）赤嶺、玉城、近藤、照屋、阿部、糸数、伊波の各国会議員＝５日、沖縄県庁


　防衛局は伐採の理由について、伐採してよい場所の勘違いや作業員への指示の不徹底としているといいます。

　一方で清水署長は「被害の規模は小規模だった」として事後協議という形で、県道側から北部訓練場へ入っていく道沿いの立ち木の伐採の協議を終えたと説明しました。

　赤嶺議員は「以前、県選出国会議員で防衛局に聞き取りした際、（防衛局は）手続きは取ってあると言った。勘違いで済まされる話ではない」と強く批判。照屋議員は「今度の違法な伐採は極めて悪質だ。軽微に扱ってはいけない」と指摘しました。

しんぶん赤旗2016年8月6日(土)

広島、きょう被爆７１年

　広島は６日、米国が原爆を投下した惨禍から７１年を迎えます。広島市の平和記念公園では市主催の平和記念式典が開かれ、原爆投下時刻の午前８時１５分に原爆死没者を追悼し、黙とうします。

　広島で被爆し、この１年に死亡が確認された原爆死没者は５５１１人となり、合わせて３０万３１９５人となりました。

　広島、長崎で被爆し、被爆者健康手帳を持つ人は３月末現在で１７万４０８０人。前年より９４３９人減りました。平均年齢は８０・８６歳です。

　オバマ米大統領は５月、現職の米大統領として初めて同公園を訪れて原爆碑に献花し、「核兵器なき世界を追求しなければならない」と演説しました。

　４月に開始された「被爆者が訴える核兵器廃絶国際署名」で、広島県被団協など広島の被爆者７団体は初めて共同し、協力を呼びかけています。

核なき世界へ、勇気を＝７１回目、広島原爆の日－平和宣言にオバマ氏演説


平和記念式典で、平和宣言の後に放たれたハト＝６日午前、広島市中区の平和記念公園
　広島は６日、７１回目の原爆の日を迎えた。広島市中区の平和記念公園では午前８時から、市主催の「原爆死没者慰霊式・平和祈念式」（平和記念式典）が行われ、被爆者や遺族、安倍晋三首相ら約５万人が参列した。松井一実市長は平和宣言で、オバマ米大統領が５月に同公園で行った演説を引用。「核兵器のない世界を追求する勇気を持たなければならない」と呼び掛けた。
　式典には９１カ国と欧州連合（ＥＵ）の代表が参列。原爆が投下された午前８時１５分には、遺族代表らが「平和の鐘」を打ち鳴らし、１分間の黙とうをささげた。
　松井市長は平和宣言で、原爆を投下した米国の現職大統領として初の広島訪問が実現したことを、「ヒロシマの思いがオバマ大統領に届いたことの証し」と述べた。
　その上で絶対悪である核兵器を世界から消し去るため、「情熱を持って連帯し、行動を起こすべきだ」と訴え、各国指導者に被爆地訪問を呼び掛けた。安倍首相に対しては核なき世界の実現に向け「核兵器禁止の法的枠組みが不可欠」と求めた。
　安倍首相はあいさつで「唯一の戦争被爆国として、非核三原則を堅持しつつ、核拡散防止条約（ＮＰＴ）体制の維持と強化の重要性を訴えていく」と述べた。


平和記念式典で、平和への誓いを読み上げるこども代表の青木優太君（左）と中奥垂穂さん＝６日午前、広島市中区の平和記念公園
　こども代表の中奥垂穂さん（１１）＝広島市中区＝と青木優太君（１２）＝安佐北区＝は「世界の人々へ命の尊さを語り伝えていく」と誓った。
　式典では松井市長と遺族代表が、この１年に死亡が確認された５５１１人の名前を記した原爆死没者名簿を慰霊碑に納めた。犠牲者は３０万３１９５人となった。被爆者健康手帳を持つ人は全国に約１７万４０００人で、平均年齢は８０歳を超えている。（時事通信2016/08/06-08:43）
原爆の記憶「風化させない」＝被爆者ら、未明から祈り－広島


７１回目の広島原爆の日を迎え、原爆死没者慰霊碑の前で手を合わせる家族＝６日午前、広島市中区の平和記念公園
　原爆投下から７１年目を迎えた６日、広島市中区の平和記念公園には、未明から多くの被爆者や遺族らが訪れ、原爆死没者慰霊碑の前で犠牲者に祈りをささげた。「記憶を風化させてはいけない」。オバマ米大統領の訪問で世界の目が広島に向けられたのを契機に、多くの人が原爆の恐ろしさを継承していくことの大切さを口にした。
　広島市東区の浅枝靖弘さん（７１）は生後１１カ月で被爆した。毎年午前４時ごろ、平和公園に祈りに来る。数珠を持ち「安らかに眠ってください」と原爆慰霊碑に手を合わせた。「世界の印象は強かった」と大統領訪問を評価し、「被爆者も高齢になって人数が少なくなっている。継承していくことが大切だ」と訴えた。
　１６歳で被爆した同市安佐北区の横山ヨシエさん（８７）も「大統領訪問をきっかけに世界がよくなればいい」と願った。


７１回目の広島原爆の日を迎え、原爆死没者慰霊碑に参拝する人々。奥は原爆ドーム＝６日午前、広島市中区の平和記念公園
　同市中区の自営業田部澄江さん（４２）は「たった７１年前のことなのに、記憶が薄れてきているのが気になる。８月６日が何の日か知らない人が増えているのに驚いている」という。「家族同士で仲良くするとか、身近なところから平和を伝えていけたら」
　米アラバマ州出身で、広島県呉市の高校で外国語指導助手として働くマーク・ウォーターズさん（３５）は「広島の人は平和についてよく考えている。米国に戻ったときは広島のことをもっと伝えたい」と語った。（時事通信2016/08/06-09:24）
広島71回目「原爆の日」、核なき世界へ連帯訴え 
日経新聞2016/8/6 12:18
広島は６日、被爆から71回目の「原爆の日」を迎えた。広島平和記念公園では「原爆死没者慰霊式・平和祈念式」（平和記念式典）が開かれ、被爆者や遺族、安倍晋三首相ら約５万人が参列した。広島市の松井一実市長は今年５月に、米国の現職大統領として初めて広島を訪れたオバマ大統領の演説に触れ「核兵器廃絶に向け力を尽くす」と誓った。
　式典にはアラブ首長国連邦（ＵＡＥ）など初めて出席する４カ国を含めた91カ国と欧州連合（ＥＵ）代表部が参列した。
　広島市の松井市長は平和宣言を読み上げ、オバマ大統領が「核保有国は核兵器のない世界を追求する勇気を持たなければならない」と訴えた演説を引用。「核兵器廃絶に立ち向かう情熱を世界の人々に示した。ヒロシマの思いがオバマ大統領に届いたことの証しだ」と述べた。
　また、各国の為政者に被爆地を訪問することを改めて要請。連帯を呼びかけた。
　安倍首相はオバマ大統領の演説が世界に大きな希望を与えたとしたうえで「唯一の戦争被爆国として非核三原則を堅持しつつ、核拡散防止条約（ＮＰＴ）体制の維持および強化の重要性を訴えていく」とあいさつ。昨年は触れなかった「非核三原則の堅持」を盛り込んだ。
　さらに世界の指導者や若者に被爆の悲惨な実態に触れてもらうことで「核兵器のない世界」に向けて努力を積み重ねると強調した。
　被爆者の平均年齢は80歳を超え、支援のための原爆症の認定については「一日でも早く結果をお知らせできるよう、できるかぎり迅速な審査に努める」と語った。
　夏の日差しが照りつける中、原爆投下時刻の午前８時15分には平和の鐘が鳴り、参列者が黙とうをささげた。慰霊碑にはこの１年に死亡、または死亡が確認された5511人の名簿が納められ、広島の原爆死没者は30万人を超えた。
核廃絶へ米首都でも集会＝被爆者「核保有国先頭に」－広島原爆の日


広島原爆の日に合わせて開かれた集会で黙とうする参加者。中央は被爆者の箕牧智之さん＝５日、ワシントン
　【ワシントン時事】米首都ワシントンの公園で５日夕（日本時間６日午前）、戦後７１年目の広島原爆の日に合わせた集会が開かれた。出席者約３０人は原爆投下の時刻に合わせ、キャンドルを手に黙とう。「核兵器のない世界」に向けた運動を加速させていくことを確認した。
　広島から駆け付けた被爆者の箕牧智之さん（７４）はあいさつで、オバマ大統領の５月の広島訪問を「歴史的な、まるで台風が過ぎ去ったような１時間だった。本当に良かった」と振り返り、実現に至るまでの関係者の努力に謝意を示した。
　箕牧さんはその上で「原爆投下７１年となると、被爆者はみんな高齢だ。核保有国が先頭に立って地球上から核兵器をなくす方法を考え、実行に移してほしい。それが被爆者の願いだ」と訴えた。
　ワシントンに住むジャニン・チェンバースさん（６６）は「次期大統領にも核兵器のない世界に向けた機運を維持していってほしい」と語った。（時事通信2016/08/06-10:32）
ＮＹでも祈り 被爆者の話聞き核廃絶を考える集会
ＮＨＫ8月6日 13時22分
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広島に原爆が投下された８月６日に合わせて、アメリカのニューヨークでも被爆者の話に耳を傾け、核廃絶や平和を考える集会が開かれました。
この集会は、ニューヨーク在住の仏教の僧侶の呼びかけで開かれたもので、マンハッタン中心部の会場には５日夜、地元の市民やさまざまな宗教の関係者などおよそ３００人が集まりました。
参加者たちは、広島に原爆が投下された日本時間の６日午前８時１５分に合わせ、平和を願って、鐘を鳴らし原爆の犠牲者を追悼しました。
続いてニューヨーク州在住で、１３歳のとき広島で被爆し、母親や祖父母などを亡くしたトミコ・モリモト・ウエストさん（８４）が当時を振り返り、「突然強い光が襲って、周りの建物がすべて壊れ、街は火の海になりました。家族を捜して橋を渡ったとき、川に多くの遺体が浮かんでいるのを見ました」と悲惨な体験を話しました。
参加者たちは、ウエストさんの話に耳を傾け、原爆投下直後の広島の様子に思いをはせていました。
参加したアメリカ人女性の１人は、「彼女の体験を次の世代にも伝えていくべきだ。当時、多くの人が亡くなっただけでなく、７１年たっても放射線の影響に苦しんでいる人もいることを考えると、核兵器は廃絶しなければならないと思う」と話していました。
退役軍人らが犠牲者に謝罪
「原爆の日」に合わせ、ニューヨークの日本総領事館の前では、核兵器の廃絶を訴えるグループや退役軍人で作る平和団体などが集会を開き、原爆の犠牲者を追悼するとともに、アメリカは謝罪するべきだと訴えました。
ニューヨークの日本総領事館の前で５日、開かれた集会には、およそ５０人が集まり、核兵器の廃絶を訴えるグループの代表者が、長崎市出身でニューヨークに住む被爆２世の田口京さんに、花束とともに「アメリカの原爆で命を落とした人々に謝罪を表明します」などと記された手紙を手渡しました。
その後、参加者たちは戦争への反対を訴える歌を合唱し、犠牲者を追悼するとともに、核兵器のない世界の実現を訴えました。
参加した退役軍人の男性は、「原爆を投下したことについて、日本の方々に謝罪したい。オバマ大統領が広島で被爆者に謝罪しなかったことは残念だ」と話していました。
首都 ワシントンでも追悼式
「原爆の日」に合わせて、アメリカの首都ワシントンでも追悼式が開かれ、日本から招かれた被爆者が、オバマ大統領の広島への訪問を受け、アメリカなどが核保有国の先頭に立って核兵器の廃絶を目指すよう訴えました。
この式典は、アメリカの市民団体の呼びかけで、現地時間の５日夜（日本時間の６日朝）、ワシントンで開かれたもので、３０人が参加し、原爆が投下された日本時間の午前８時１５分に合わせ、犠牲者に黙とうをささげました。
このあと、広島から招かれた日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会で全国理事を務める箕牧智之さん（７４）が、原爆が投下された直後の様子を詳しく説明しました。当時、まだ幼かった箕牧さんは、被爆して無残な姿になった人々を見た当時を振り返り、「怖くて母の後ろから眺めていたのを覚えています」と話し、参加者たちは真剣な表情で聞き入っていました。
そのうえで箕牧さんは、ことしオバマ大統領がアメリカの現職の大統領として初めて広島を訪問したことについて、「歴史的な出来事だ」と述べ、これをきっかけにアメリカなどの核保有国が先頭に立ち、核兵器の廃絶を目指すよう訴えました。
参加したアメリカ人の女性は、「核兵器はあってはならないものです。かねてから核兵器の悲惨さは知っていましたが、きょうのお話でそれを実感することができました」と話していました。
広島 原爆の日 核兵器廃絶へ各国の連帯訴える
ＮＨＫ8月6日 12時14分
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人類史上初めて核兵器の惨禍を経験した広島は６日、原爆が投下されてから７１年になりました。平和記念式典で広島市の松井一実市長は、アメリカのオバマ大統領が広島を訪問した際に述べた「核兵器のない世界を追求する勇気を持たなければならない」という言葉を引用し、「絶対悪」である核兵器の廃絶に向けて各国が連帯して行動を起こすべきだと訴えました。
広島市の平和公園で午前８時から行われた式典には、９１か国の代表を含む、およそ５万人が参列しました。式典では、この１年間に亡くなった人や新たに死亡が確認された人、５５１１人の名前が書き加えられた３０万３１９５人の原爆死没者名簿が原爆慰霊碑に納められました。
そして、原爆が投下された午前８時１５分に参列者全員で黙とうをささげました。
ことしは、アメリカのオバマ大統領が現職の大統領として初めて広島を訪問したことを受け、広島市の松井一実市長は「平和宣言」の中で、オバマ大統領が被爆者を前にして述べた、「核兵器のない世界を追求する勇気を持たなければならない」ということばを引用し、「絶対悪」である核兵器の廃絶に向けて各国が連帯して行動を起こすべきだと訴えました。
そのうえで、「被爆の実相を心に刻み、被爆者の痛みや悲しみを共有することにつながる」として、各国の政治指導者に被爆地を訪問するよう要請しました。
そして、安倍総理大臣にオバマ大統領とともにリーダーシップを発揮することを期待するとしたうえで、「『核兵器のない世界』の実現を確実なものとするために核兵器禁止の法的枠組みが不可欠だ」と指摘しました。
このあと安倍総理大臣があいさつし、「唯一の戦争被爆国として非核三原則を堅持しつつ、核兵器不拡散条約体制の維持および強化の重要性を訴えていく。核兵器国と非核兵器国の双方に協力を求め、また、世界の指導者や若者に被爆の悲惨な実態に触れてもらうことにより、『核兵器のない世界』に向け、努力を積み重ねていく」と述べました。
式典終了後、参列した人たちは、原爆慰霊碑の前で静かに手を合わせ、祈りをささげていました。
原爆で両親と３人の兄弟を亡くした広島県海田町の久保陽子さん（７７）は、「両親を亡くし、つらく悲しい時期もありましたが、きょうは平和を祈るとともに、心の中で両親に『なんとか元気にやっているよ』と報告しました」と涙ながらに話していました。
また、広島におよそ１か月前から滞在しているドイツの女子大学生は、被害の実態を初めて知ったとしたうえで、「オバマ大統領がここを訪れたことは世界中の人たちが核兵器について考えるきっかけになり、大きな意味があったと思う。ドイツに帰ったら、家族や大学の友達にここで感じたことを必ず伝えようと思います」と話していました。
原爆投下から７１年となった広島では原爆の犠牲者を追悼するとともに、核兵器のない世界の実現を改めて国内外に訴える一日が続きます。
参列者からは平和を求める声
平和記念式典に参列した人たちからは、「二度と戦争を起こしてはいけない」と平和を求める声が相次ぎました。
このうち、１９歳の時に被爆した濱恭子さん（９０）は、現在暮らす大阪府で小学生たちにみずからの体験を語る活動を続けていて、年々足腰が弱る中、６日は車いすに乗って参列しました。
濱さんは「二度と戦争を起こしてはいけないということを、みずからの体験を通じて今後も子どもたちに伝えていきたいです。きょうは亡くなった多くの人たちの冥福を祈らせてもらいました」と話していました。
式典の会場には若い世代の人たちの姿も多く見られ、このうち広島市内の１４歳の女子中学生は「被爆者が高齢化していく中で、広島で生まれ育った若い世代の私たちには原爆の悲惨さや平和の尊さを伝えていく使命があると思います」と話していました。
また、５歳の息子を初めて式典に連れて来たという広島県廿日市市の被爆２世の４０歳の男性は「子どもはまだ幼いですが、平和を祈るこの場所の空気を少しでも感じてほしいと思い、連れて来ました。平和の大切さを次の世代にもしっかりと伝えていきたいです」と話していました。
広島 原爆投下から７１年「核廃絶へ各国が連帯を」
ＮＨＫ8月6日 8時44分
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人類史上初めて核兵器の惨禍を経験した広島は、６日、原爆が投下されてから７１年になりました。平和記念式典で広島市の松井一実市長は、アメリカのオバマ大統領が広島を訪問した際に述べた「核兵器のない世界を追求する勇気を持たなければならない」ということばを引用し、「絶対悪」である核兵器の廃絶に向けて、各国が連帯して行動を起こすべきだと訴えました。
広島市の平和公園で午前８時から行われた式典には、９１か国の代表を含むおよそ５万人が参列しました。
式典では、この１年間に亡くなった人や新たに死亡が確認された５５１１人の名前が書き加えられた、３０万３１９５人の原爆死没者名簿が原爆慰霊碑に納められました。そして、原爆が投下された午前８時１５分に参列者全員で黙とうをささげました。
ことしは、アメリカのオバマ大統領が現職の大統領として初めて広島を訪問したことを受け、広島市の松井一実市長は「平和宣言」の中で、オバマ大統領が被爆者を前にして述べた「核兵器のない世界を追求する勇気を持たなければならない」ということばを引用し、「絶対悪」である核兵器の廃絶に向けて各国が連帯して行動を起こすべきだと訴えました。そのうえで「被爆の実相を心に刻み、被爆者の痛みや悲しみを共有することにつながる」として、各国の政治指導者に被爆地を訪問するよう要請しました。そして、安倍総理大臣にオバマ大統領とともにリーダーシップを発揮することを期待するとしたうえで、「『核兵器のない世界』の実現を確実なものとするために、核兵器禁止の法的枠組みが不可欠だ」と指摘しました。
このあと安倍総理大臣があいさつし、「唯一の戦争被爆国として、非核三原則を堅持しつつ、核兵器不拡散条約体制の維持および強化の重要性を訴えていく。核兵器国と非核兵器国の双方に協力を求め、また、世界の指導者や若者に被爆の悲惨な実態に触れてもらうことにより、『核兵器のない世界』に向け努力を積み重ねていく」と述べました。
原爆投下から７１年となった広島では、原爆の犠牲者を追悼するとともに、核兵器のない世界の実現を改めて国内外に訴える一日が続きます。
別府署員の無断侵入　隣接敷地にも　隠しカメラ問題 
大分合同新聞2016年8月6日
　参院選公示前後の６月、別府市内にある野党候補の支援団体の敷地に別府署員が無断でビデオカメラを取り付けて隠し撮りをした問題で、県警は５日、署員は西側の石垣を降りて敷地内に入りカメラを設置したと明らかにした。西側の隣接地は別府重度障害者センターの敷地。同センターは「警察からカメラの設置に関して打診はなかった」としており、同センターの敷地にも無断で入ったことになる。
　県警によると、カメラを設置したのは６月１８日深夜。署員２人が高さ約２メートルの石垣を降り、民進党や社民党の候補者を支援する団体が入る別府地区労働福祉会館の敷地内に侵入し、樹木などにカメラ２台を取り付けた。
　一連の経緯を説明した５日の定例会見で、県警は「（石垣の上の舗装路は）当時、市道と認識していた」「カメラの設置場所は公用地と思っていた」と説明。報道陣から「市道ではなく、センターの所有地ではないのか」と指摘を受け「調査中だ」と答えた。
　別府市財産活用課によると、カメラが設置された場所に隣接する市道はない。県警が「市道と認識していた」とする舗装路は、入り口の２カ所にセンターが「関係者以外通行止め」の看板を掲げ管理地であることを明示している。
　県警によると、カメラの設置時は西側の石垣から侵入。その後、映像を記録するＳＤカードを交換するため、複数回侵入した際は敷地東側の入り口から入った。夜間の防犯用に掛けられた駐車場内のチェーンをまたいで侵入したといい、県警は「不適切だった」と認めている。


別府署員が無断でビデオカメラを設置した樹木などがある斜面（左奥）の裏側は別府重度障害者センターの敷地だった。「関係者以外の通行を禁止します」との看板が掛かっていた＝別府市南荘園町




捜査の妥当性言及を避ける　会見で県警本部長
大分合同新聞2016年8月6日 


説明する小代義之刑事部長（右）

　県警の定例会見が５日、県庁であり、別府署の隠し撮り問題について松坂規生本部長が「他人の管理する土地に無断で立ち入ったことは不適切な行為だった」と述べた。問題が報道され２日たち、初めて県警トップが考えを示した。カメラを利用した捜査の妥当性については言及しなかった。
　松坂本部長は会見の終盤で「（調査の）結果を受けて厳正に対処していきたい」と話した。「県警として一つ一つの業務について基本に忠実、誠実に推進して、県民の期待と信頼に応えていきたい」としている。
　小代義之刑事部長が問題発覚からの経緯を説明。別府署員２人が複数回、管理地に無断で入ったことなどを話した。
